Ⅱ　自治労道本部2013国民春闘方針（案）
１．自治労道本部2013国民春闘方針（討議案）
１　2013春闘期における情勢の特徴
（１）経済と雇用をめぐる情勢
①　世界経済の動向
世界金融危機後、世界経済は緩やかながら回復基調を維持してきましたが、その後発生した欧州債務問題の深刻化や、この影響による輸出の停滞などで中国をはじめとする新興国の成長が失速したこと、さらには米国の大型減税失効と歳出の自動削減開始が重なる「財政の崖」問題など先行きが懸念される要因が重なり、改善の見通しが立たない状況にあります。
②　国内経済の動向
国内景気は、政府の2012年11月の月例経済報告によれば、世界景気の減速等を背景として、さらなる下振れや金融資本市場の変動等により、下押しされるリスクがあります。内閣府が11月６日に発表した景気動向指数（９月速報）は６カ月連続で下落しており、景気の後退期入りの可能性が示されています。企業業績は、東日本大震災の復興需要により一時的に上向いたものの、海外需要の落ち込みや日中関係の悪化を背景に、輸出や生産の縮小が止まらず低迷しています。特に電機メーカーの急激な業績悪化など、国内経済の動向は総じて厳しいものとなっています。
特に安倍自公政権は２％を上限としたインフレターゲット政策を公約としており、単年度20兆円、10年間で200兆円規模の建設国債発行により、長期間続いている日本経済のデフレ現象の打開を打ち出しています。しかし、この政策は１千兆円にものぼる国債残高を抱える日本にとって、国債の信用低下や元利金の上昇が懸念され、安定的な経済活動の発展に寄与する政策とはいえません。
③　国内の雇用情勢
総務省労働力調査によると、2012年９月の完全失業率は4.2％、完全失業者は275万人と2011年と比較すると低下傾向で推移していますが、若年層の雇用環境の厳しさは続いています。また、近年の非正規労働者が1,800万人を超え、勤労者全体の35.1％の過去最高を記録し、雇用の劣化を招き賃金の抑制要因となっています。さらに、生活保護受給世帯・受給者は154万世帯、212万人を超え、過去最多を更新する（2012年７月）など、勤労者の生活の困窮と、格差が一層広がっています。
④　経営側の動向

こうした経済情勢に対し、経営側は、依然として生産拠点の海外移転や、賃金の抑制、非正規雇用への置き換えなどコスト削減策でしのいでいるため、所得や雇用が悪化し、それが個人消費の不振を招く悪循環に陥っています。にもかかわらず、日本経団連が発表した経済労働政策委員会（経労委）報告の最終案では、「ベアは協議の余地なし」「定期昇給制度の見直しを聖域にすべきではない」と述べるなど、実質的な賃下げ交渉の可能性に言及しています。
（２）新政権後の動向について
　第２次安倍内閣が12月26日に誕生しましたが、衆議院選挙の公約にもあるように日本国憲法を改正や国防軍を組織化、さらには集団的自衛権の行使に前向きな姿勢を示し、第３極の日本維新の会とあわせて、日本の政治の右傾化に拍車をかける極めて危険な政権といえます。特に公務員制度改革に際しては、労働基本権の回復どころか、地方公務員の政治活動の制限をより明確し、中央集権型の政治を推し進め、地方をないがしろにするなど、前政権とは180度異なる政策が取られようとしています。

　また、経済政策としては、国土強靱化政策として公共事業に偏った政策が強調されていますが、デフレ現象に至った要因である雇用の劣化や勤労者の賃金水準の低下に歯止めをかけるものではなく、少子化や生活保護世帯の大幅な増加などの社会問題化した課題に対して具体的な政策が示されていません。

　こうした政府・与党に対しては、これまで同様な対応とはなりませんので、十分な議論を踏まえた方針化が強く求められますし、自治労本部や公務労協に対して、地方段階からしっかりと意見反映をしていく必要があります。
（３）自律的労使関係制度の措置と公務員労働者を取り巻く情勢
　2008年に成立した国家公務員制度改革基本法による自律的労使関係制度措置の期限が近づいてきていますが、国公関連４法案や地公関連２法案は民主党政権時代に法案提出がされたものの、自民党の反対にあって審議が進まず、最終的に第181臨時国会における衆議院解散とともに廃案となりました。今後の動向については、新政権の対応となりますが、現段階では見通すことが難しい情勢にありますが、公務員労働者の労働基本権の回復は長年にわたる公務員労組の至上命題であり、このことを取り組みの基本に据えたたたかいが強く求められます。よって、新政権がどのような方向を取ろうとも準備し、取り組むことが必要です。
（４）昇格制度人事院規則改正強行、再任用義務化の動向について
　人事院は50歳台後半層職員の給与水準の上昇を抑制するため、昇給・昇格制度の見直しに関する勧告・報告に基づき、政府が昇給制度の見送ったことに対して遺憾の意を表明し、12月10日に昇格制度の見直し（高位号俸から昇格した場合の俸給月額の増加額を縮減）のための人事院規則の改正を強行しました。この間、昇給・昇格制度の見直しを実施させない取り組みを展開し、多くの単組で実施を阻止していますが、昇格制度については人事院規則が改正されたことにより、春闘期においても厳しい情勢となることが想定されます。

　雇用と年金の接続に向けては、賃金確定期の重点課題として位置づけて、基本は定年延長を要求することとしながら、再任用制度の条例化や運用開始に向けて取り組みを強化しました。未条例化の自治体22自治体のうち条例化の確約を得られた単組はごく僅かにとどまりましたし、雇用と年金の接続に向けた理解は得られてはいるものの、条例化し運用するとなると住民目線や議会議論、さらには職場の状況から難しいとする自治体が多数を占めています。11月26日には総務省から「地方公務員の雇用と年金の接続への対応について」とする通知文書が出され、再任用制度の下で可能な限り雇用と年金の接続をはかることや条例未制定の自治体は速やかに制定をすること、書院への周知や意向把握、職やポストの検討などを行うことが助言されました。各単組においては協議を継続し、雇用と年金の接続に向けて、取り組む必要があります。
（５）地方財政と国公給与削減との関係について
　財務省は、11月１日の財政制度等審議会で、国家公務員が臨時特例法で給与を引下げた結果、地方公務員の給与が国家公務員給与を上回っているという資料を示しました。こうした動きは、地方公務員給与の削減によって地方交付税を削減しようとする意図によるものですが、道本部は自治労本部・公務労協に結集を強め、これまで同様に政府に対して国家公務員給与の削減を地方公務員給与に影響させないことを求めてきています。民主党政権時代は、あくまで国公独自の課題であり、「地方交付税の交付に当たり、特定の支出の削減を義務付けることはできない」、「国家公務員給与引下げと同様の引下げを地方公共団体に強制することは考えていない」との閣議決定（2011年６月３日）や、関係閣僚の「この閣議決定の政府方針は何ら変わらない」との発言などが示されていました。しかし、総選挙後の自民党や公明党への政権の移行により、政府方針が変わることは容易に想定できるものであり、国公給与削減の地公への影響遮断と地方財政の確立に向けた対策はまったなしの情勢といえます。引き続き、自治労本部・公務労協に結集を強めて、政治対応の強化を求めながら、今後の対策を進めていく必要があります。
（６）道内の経済・雇用情勢

　北海道における経済情勢は、11月の北海道庁月例経済報告によれば、個人消費は横ばいであり、住宅建設や観光部門では緩やかな持ち直しの動きとされているものの、生産活動は弱い動きと報告されています。特に企業倒産については、件数や負債総額とも前年を上回っていることが公表されています。一方、雇用環境については、依然として厳しい状況にあるものの、７～９月期の完全失業率は5.0％と前年同期から0.1ポイント低下し、有効求人倍率は0.60倍と32ヶ月連続で前年を上回るなど、緩やかな持ち直しの動きとなっています。

（７）道本部賃金要求アンケート結果
①　道本部は今年も春闘アンケートを実施しました。生活の変化について「非常に苦しくなった」が15.3％で、昨年（18.6％）に比べ４ポイント下がり、「苦しくなった」を合わせると55.7％（昨年59.3％）となり、2010年と比較すると12ポイント以上減りました。「変わらない」が36.2％となったことを踏まえれば、2009年からの最悪期を脱したのは確かといえますが、それでも生活実感は「苦しい」という現実にあることを推測できます。今年の賃金要求額は、昨年より185円引き上がり、10,889円（昨年10,704円）でしたが、５割以上の組合員が生活苦を訴える実態から、現在の生活を改善まではいかなくとも維持するために、最低限の要求額であると考えられます。

②　2013春闘の取り組むべき課題については、「賃上げ要求のたたかい」が引き続き62％の高率で組合員が求めており、切実な課題といえます。また、「人員確保の取り組み」や「独自削減に対する取り組み」「社会保障制度の取り組み」が昨年同様に上位を占めました。一方、この間重点課題として取り組みを進めてきた「労働基本権・公務員制度改革」が低下傾向にあります。また、雇用と年金の接続に際して、再任用制度の義務化に係る質問に対しては、自由記載欄には現行の制度運用に関する問題点が多数表記されていますので、こうした問題点の解消を求めながら、制度の活用・運用開始に向けて議論を深めていく必要があります。
２　連合および自治労の春闘方針の特徴
（１）連合2013春季生活闘争方針
①　連合は、2013春闘を「働くことを軸とする安心社会」をめざし、『「傷んだ雇用・労働条件」の復元』をはかるたたかいとして位置づけ、賃金の復元・底上げをはかり、賃上げによる消費拡大・内需拡大を促進するとしています。基本的な考え方はア）すべての労働者の賃上げ・労働条件の改善のために、１％を目安に配分を求める取り組みをすすめること、イ）最低賃金の引き上げ、ワーク・ルールの整備、ワーク・ライフ・バランスの実現など、ディーセント・ワーク促進、ウ）賃金カーブ維持分を確保し、所得と生活水準の低下に歯止めをかけ、低下した賃金水準の中期的な復元・格差是正にむけて取り組む等としています。

②　その上で、すべての組合が取り組むべき課題（ミニマム運動課題）について、ア）賃金制度の確立・整備をはかる、イ）賃金カーブ維持分の明示と確保、ウ）非正規労働者を含めたすべての労働者を対象とした処遇改善等を掲げ、すべての労働者を対象にした生活改善・格差是正の運動を強力に進めることとしています。また、「非正規共闘」を強化し、改正労働者派遣法への的確な対応をはじめ、改正労働契約法、パートタイム労働法をはじめとする労働関係法令の改正趣旨を踏まえた遵守を徹底することとしています。
（２）自治労2013春闘方針
①　自治労本部は、2013春闘方針については、総選挙後の国政の状況、人事院の動向、各重要法案の審議・成立状況、2013年度政府予算（地財計画含む）等を見極めながら、中央と地方が一体となり、取り組みを推進するとしています。また、賃金確定闘争の未解決課題、特に退職給付関連、再任用関連などの２～３月議会での決着を視野に、自治体レベルでの取り組みを強化することとしています。さらに、昨年来の課題である、給与構造改革に伴う現給保障の継続については、国の取り扱い（2014年３月まで継続）を踏まえつつ取り組むことや財務省による地公賃金に対する抑制の動きに抗しながら、通年的な取り組みとして地方財政の確立を推進するとしています。

②　そして、臨時・非常勤等職員調査結果などを踏まえ、地方自治法改正ほか、臨時・非常勤等職員を始めとする非正規労働者の処遇改善の推進や公共民間単組と全国一般単組の共闘強化にむけた歩みを進め、連合の中小共闘や有志共闘等とも連携し、地場・民間賃金の底上げの取り組みを推進するとしています。
３　2013国民春闘総体に対する自治労北海道本部の考え方
（１）この数年間は人事院勧告制度の廃止と自律的労使関係制度の措置を前提として春闘期の取り組みをどのように位置づけるか検討しながら方針化してきましたが、政権の逆戻りにより当分の間、国公・地公の公務員制度改革の動きは公務員労働者の権利拡大の方向へは動かず、権利縮小へと向かう改革が行われる情勢といえます。しかし、こうした動きに抗して公務員労働者の労働基本権回復に向けた取り組みをゆるめるわけにはいきません。2013春闘を公務員労働者の権利闘争を含めて文字どおり「再構築」のスタートと位置づけます。

（２）当分の間は人事院勧告制度を基本とした従前の体制により賃金労働条件の決定が委ねられることを念頭にしながら、人事院対策と政府対策の両面での政治対応の強化が必要となります。よって、労働組合の対応もこれまでどおり人事院勧告は参考材料として位置づけ、労使交渉によって賃金労働条件を決定していく取り組みを継続させていく必要があります。

（３）しかし、国と地方の関係が自公政権の復活により、地方交付税による地方への縛りが強化され、国公の給与削減の地方への強制が現実のものとなっていますので、地方交付税総額を含めた地方財政の確立を2013春闘期の重点的な課題として位置づけた運動展開が必要であり、自治労本部や公務労協に対して意見反映しながら取り組みを強化します。

（４）安倍政権が唱える安易なインフレターゲット論に対しては、毅然と反対の立場で対応します。失われた20年と言われる長期にわたるデフレ経済の原因は、賃金抑制が雇用確保につながるとした幻想から生まれたものであり、低下した労働者の賃金にあるという厳然たる事実を受け止める必要があります。従って、デフレ経済の解消には積極的に正規・非正規を問わず賃金労働条件の改善を求めつつ、痛んだ雇用と労働条件の回復が大前提と考えます。
（５）連合方針にあるように雇用の劣化が非正規労働者の拡大につながり、自治体においても安上がりの行政運営のもとで臨時・非常勤職員の増加が顕著となっていることが明らかとなりました。自治体労働者としてこのことをしっかりと認識しながら自治体内の議論に止まらず、地域の春闘に積極的に関わりを持つことが自治体の労働組合に強く求められています。公共民間の仲間とともに幅広い戦線を構築しながら、賃上げによる内需拡大、賃金デフレの脱却をめざしてく必要があります。
４　たたかいの基本
　以上の連合・自治労本部の春闘方針の提起を受け、そして、春闘総体に対する自治労北海道本部の考え方に立って、以下のとおり2013春闘のたたかいの基本を整理し、具体的な取り組みを実践していくこととします。
（１）基本的には、連合の2013春季生活闘争、自治労2013春闘に結集し、雇用を守り生活改善に向けた基本賃金の引き上げを重点にしてすべての地本・単組が全力をあげることとします。
（２）公務員労働者の労働基本権回復（自律的労使関係制度の措置）に向けて引き続き、自治労本部・公務労協等の方針に基づいて取り組みに全力をあげます。
（３）要求事項の集約－要求書の作成－要求提出－交渉実施－妥結（協約・書面協定）の交渉サイクルの確立と妥結結果の書面化の推進にあたっては、自律的労使関係制度の措置の有無にかかわらず、引き続き重点課題として位置づけて取り組みます。特に昨年度より「労使関係ルールに関する基本要求書」を提出していますが、これに基づき、労使間において「協定書（確認書）」を締結する取り組みを推進します。
（４）公共サービスの提供体制の確立に向けては、東日本大震災後にあったように、非常時における十分な対応体制がとれなかったという反省に立って、必要な定数を確保するための人員確保闘争を積極的に進めていくこととします。なお、道本部として人員確保闘争については、第53回定期大会において通年闘争として位置づけて提起しているため、その方針に基づいて取り組むこととします。
（５）臨時・非常勤職員の雇用継続、処遇改善の取り組みについては、引き続き①法律改正、②雇用継続、③処遇改善をめざす取り組みを強化します。特に諸手当の支給制限の撤廃やパート労働法の趣旨を地方公務員の臨時・非常勤職員への適用、任期の定めのない短時間公務員制度の実現に向けて取り組みを進めます。
（６）雇用と年金の接続については定年延長を基本方針とします。自治体においては、当面して再任用制度の拡充や、再任用制度の早期条例制定と運用開始を求めます。また、そのための条件整備をはかります。
（７）公契約条例・公共サービス基本条例制定に向けては、特に公契約条例の制定にむけて、札幌市での取り組みを支援し、実現に向けて取り組むこととし、民間中小労組との共闘強化の重要性から、改めて地域における共闘の軸として展開します。
（８）連合北海道、連合地協、地区連合に結集し、地域春闘への参加と他産別、地場中小組合との交流・連帯活動を強めながら、公共サービス民間組合員の労働条件の引き上げについて積極的に取り組みを進めます。
（９）国家公務員の給与臨時特例法案との関連で地方公務員の人件費削減が財務省を中心に目論まれていますが、交付税削減反対・地方財政確立の視点で、引き続き質の高い公共サービス実現を指標とした制度政策闘争を展開します。
（10）春闘期を出発点として、男女平等産別統一闘争を推進します。
（11）すべての地本・単組・総支部は春闘期における行動計画（１地本・単組・総支部１企画）を立て、春闘諸行動への組合員参加・組織強化を追求します。
５　たたかいの展開

（１）各地本・単組は道本部2013国民春闘方針案の討議を行い、討論集会の開催、春闘方針及び要求書の作成など闘争体制の確立をはかります。
（２）自治体単組においては、あらたな自律的労使関係制度に対応するため、昨年と同様に「労使関係ルールに関する基本要求書」を提出し、これに基づき、労使間において「協定書（確認書）」を締結する取り組みを推進します。
（３）公共民間単組も含めた全単組が必ず要求書を提出し、当局交渉を行なうこと、そして労使確認事項については、書面にて確認を行う行為を重視します（労働協約若しくは書面協定）。
（４）各単組は重点課題の取り組みにむけ、職場討議を行いながら、２月18日（月）～25日（月）の間に要求書を提出し、集中提出日を２月25日（月）とします。
（５）全国的な春闘の諸行動と連動して、各単組は、生活を維持・向上させる賃金水準の確保と労働条件改善、地域公共サービスの質の向上と公正労働の実現への決意を示すストライキ批准投票を実施します。
（６）全単組・総支部においては、自治労の対自治体統一行動に結集するために３月15日(金)29分時間内くい込み集会を配置し、３月７日（木）～14日（木）までを重点交渉期間と位置づけます。また、統一行動指標を掲げながら、春闘要求の前進に向け交渉を実施します。なお、労使合意を得た事項については、書面で確認することを追求します。
（７）連合・公務労協（公務員連絡会）の諸集会・統一行動に職場集会を開催するなど積極的に参加し、また、連合北海道の設定する決戦ゾーンに連帯し、４月いっぱいまで地域における交流・支援体制を継続します。2013春闘の全体的なスケジュールについては連合・自治労の基本方針を受けた組み立てとします。
６　2013春闘の重点課題
＜自治体労働者の要求と課題＞

　自治体労働者の「たたかいの要求と課題」については、基本的には以下のとおりとしますが、詳細については、別記２「2013年度自治体労働者の賃金・労働条件に関する統一要求書（案）」のとおりとします。

　なお、「労使関係ルールに関する基本要求書」については、その回答内容は協定書（案）の内容となることを求めることとなります。従って、以下の「統一要求書」に関わっては、必然的に「人事院勧告に準じて」とか「人事院勧告を踏まえて」とした回答にはならないことをしっかりと単組役員が理解をする必要があります。そして、自治体当局に対しては少なくとも地方公務員法第24条の規定や労使間での交渉の結果を踏まえて決定するとした回答とするように取り組みます。
＜参考－地方公務員法第24条＞

	（給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準）

第24条　職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならない。

２　前項の規定の趣旨は、できるだけすみやかに達成されなければならない。

３　職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮して定められなければならない。

４　職員は、他の職員の職を兼ねる場合においても、これに対して給与を受けてはならない。

５　職員の勤務時間その他職員の給与以外の勤務条件を定めるに当つては、国及び他の地方公共団体の職員との間に権衡を失しないように適当な考慮が払われなければならない。

６　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。


（１）生活の維持・改善をはかる賃金水準・制度の実現をめざします。
①　賃金要求については、道本部のアンケート結果（平均10,889円）を踏まえ自治労本部に意見反映し、最終的には１月31～２月１日開催の自治労第85回臨時大会の決定を踏まえて、２月６日の道本部第54回臨時大会で決定します。

　要求額の設定は、春闘アンケートに基づいたこれまでの要求方法を踏襲し、産別統一闘争強化の視点から統一要求額を掲げます。なお、人事院勧告制度の廃止後の要求額の設定については、平均の賃金要求やポイント年齢ごとの賃金要求という手法では不十分であり、具体的に賃金要求ラインを示し、要求をするという手法を検討していく必要があります。
②　道本部としての2013国民春闘要求については、組合員総体としての要求を重視し、昨年の要求額より185円引き上がり、10,889円となりましたので、昨年より500円引き上げ平均11,000円、2.76％（2012年度の道職員の行政職給料表適用職員の平均給与総額＝398,296円を基礎に率を算定）以上の引き上げを道本部総体の賃金要求とし、あわせて、年齢別のポイントでは自治労本部方針に基づいて、水準を確保するとした要求とします。
＜参考＞　到達目標（ポイント賃金）
	30歳　244,254円

35歳　295,608円

40歳　348,104円


（※2011年賃金実態調査における実在者中央値×1.06）
③　自治体財政を理由とした給与等の独自削減に対しては原則反対しながら、昇格・昇給基準の改善及び自治体間・職種間、中途採用者の賃金格差の解消を求めます（道本部統一要求「賃金関係」参照）。
（２）臨時・非常勤等職員・公共サービス民間労働者の格差是正、自治体最低賃金を制度化します。この自治体最低賃金については、時間給1,000円を採用することとし、特に臨時・非常勤職員については、官製ワーキングプアとの異名が取られないよう、08年８月の人事院の指針に基づいて、積極的に改善措置を自治体使用者に対して求めていきます。

　その際の要求基準は、月給155,000円（国公行(一)１級13号俸×1.0276）以上とし、あわせて日給7,750円（／20日）以上、時間給1,000円（／155時間）以上とします。

　具体的な要求内容は統一要求書のとおりとしますが、当局とは別記４の内容も参考にしながら交渉・協議を進め、前進回答を引き出すこととします。
（３）雇用と年金の接続に向けては定年延長を基本要求とします。当面して現行の再任用制度の義務化などにより、雇用と年金の接続をはかります。
（４）技能労務（現業）職員の賃金については、総務省から適正化（引下げ）に向けた強力な指導が行われていますので、現行水準の維持を目標に交渉を強化します。
（５）委託契約労働者の賃金労働条件改善、公契約条例の制定をめざします。
（６）不払い残業一掃、各種休暇制度の新設・充実をはかります。
（７）地方財政の確立に向けて、政府予算編成・自治体予算編成のサイクルと連動した取り組みを進めます。具体的には別途提起します。
（８）高卒初任給については、月給155,000円（≒国公行（一）１級13号給に2.76％の賃金改善を加えた額）以上とします。
（９）男女平等の職場づくりに向け、男女平等産別統一闘争を推進します。（別途、男女平等産別統一闘争の項参照）
（10）人事院北海道事務局および北海道人事委員会に対しては、中央の公務員連絡会での方針提起を踏まえ、人事院の検討作業における給与水準の改善や比較企業規模問題等の課題の解決を求める取り組みを進めます。春闘期・人事委員会勧告期においては、その時点での諸情勢を踏まえて取り組みを進めていくこととします。なお、人事院北海道事務局に対しては、連合北海道公務公共サービス労働組合協議会（北海道公務労協）に結集を強め、対応します。

（11）春闘期における組織強化・拡大に全力をあげます。
＜公共民間労働者の要求と課題＞

　公共民間単組のたたかいの要求と課題については、別記３「公共サービス民間労働者の要求モデル」を参照し、各単組で要求書を作成し、提出、交渉を行うこととします。特に賃金要求する際に、公共サービス民間労働者で賃金カーブの算定ができない単組は、連合の「賃金カーブ確保相当目安5,000円＋賃金改善分１％以上」を目安に方針化し取り組みます。

　特に別記３後段の「自治体に対する要求」については、労連形態での要求書の提出や自治体単組と連名による要求書の提出を行う場合に参考にします。

　また、改正労働者派遣法、改正労働契約法、改正高年齢者雇用安定法成立の成果を活かすように要求項目を検討します。
７　具体的な取り組み
（１）道本部の取り組み
①　自治労産別の闘争体制の確立－ストライキ批准投票
批准投票は、年間を通じて１波につき２時間を上限としたストライキを含む闘争指令権を中央闘争委員会へ委譲することについて、全組合員の承認を求めるものです。また、争議権が否定されている公務員組合の春闘をたたかう意思表明となるものです。

ストライキ批准投票については、昨年度はほぼ全国平均水準に引き上げることができました。賛成率は一定高水準にありますから、批准投票などの意義をしっかりと提起しながら、投票率を引き上げる取り組みを行います。
○　期　　間　　　　　　　　２月13日（水）～20日（水）
○　地本報告　　　　　　　　２月21日（木）
○　道本部集約・中央報告　　２月22日（金）
＜参考－2006～2011春闘スト批准率の推移＞

	
	2007年度
	2008年度
	2009年度
	2010年度
	2011年度
	2012年度

	実施単組／全単組
	209／228
	191／226
	199／216
	199／219
	196／216
	196／218

	道内投票数
	50,108
	47,168
	46,656
	44,621
	44,241
	43,768

	道内投票率
	79.60％
	79.41％
	80.15％
	78.74％
	80.04％
	81.14％

	道内賛成率
	88.50％
	88.34％
	89.14％
	89.52％
	90.03％
	89.59％

	道内批准率
	70.45％
	70.14％
	71.45％
	70.49％
	72.06％
	72.69％

	（全国批准率）
	69.84％
	71.41％
	71.79％
	72.33％
	72.18％
	72.26％


②　労使関係ルールに関する基本要求書および協定（確認）書締結の取り組み
　国公関連４法案や地公関連２法案は廃案となりましたが、自律的労使関係の措置は、2008年６月に成立したスケジュール法である国家公務員制度改革基本法は旧自公政権のもとで民主党が修正協議に応じて成立し経過にあること、そして、この流れのもとに国公関連４法案と地公関連２法案を政府として閣議決定した経過にあること、また、すでに人勧制度が本来の代償機能を喪失している現実とＩＬＯから７度にわたる勧告を受けている情勢からも、新制度への転換は自公政権としては避けてとおることができない課題となっています。従って、引き続き、制度改正の実現を求めると同時に、単組段階では労使関係ルールの基本要求書の提出について、しっかりと取り組む必要があります。
ア）自律的労使関係制度の措置に向けた準備段階の取り組みとして、労使交渉・協議のあり方など、年間を通じた基本的な団体的労使関係のルールを確立することを目的とします。

イ）労使関係ルールに関する基本要求書（別記１）は、全自治体単組で提出することとします。また、協定（確認）書についても同様に、全単組で書面協定・協約を締結することをめざします。
③　春闘期における道本部統一闘争としての職場戦術の取り組み
　これまで春闘期における道本部統一闘争としての職場抵抗戦術について、組合旗掲揚やワッペン、リストバンド、腕章等の着用などの取り組みを提起してきた経過にあります。しかし、ワッペンやリストバンドの戦術については、成果として全体が取り組むことができたとするには、残念ながら厳しい総括が続いていました。新たなグッズの作製については、財政発動が伴うことであり、このことは全組合員からは十分な理解を得られることは難しいと考えます。ここで改めて自律的労使関係制度の措置を展望し、春闘の再構築に向けて、組合員全体が春闘の重要性を意識し合い、産別統一闘争の意義を深め、諸戦術を強化する観点からの議論が必要です。引き続き、各地本・単組段階においては、職場実態を踏まえて統一的な取り組みが可能な戦術についてしっかりと議論を行い、リストバンドや腕章の活用、その他の取り組みを含めて創意工夫ある戦術を統一的に行使することとします。
④　賃金・労働条件に係る要求書の提出・回答・交渉
　要求書提出、回答、自治体闘争の山場のスケジュールについては、十分な取り組み期間を確保するために、要求書提出のゾーンを設定します。なお、産別統一闘争に結集する視点から集中提出日を定めることとします。

　統一要求書の内容は別記２（自治体単組用）とします。また、公共民間単組は別記３の内容を参考に要求書を作成してください。
○　要求書の一斉提出　　　　２月18日（月）～２月25日（月）
集中提出日　　　　　　　２月25日（月）
※　要求書は臨時大会において方針確認後、２月上旬単組着で発送する予定です（可能な限り、要求書の解説、批准投票用紙も同梱）。
○　回答指定日　　　　　　　３月６日（水）
※　上記の提出ゾーンに提出できない場合は２月一杯を目途に提出することとします。道本部は北海道、市長会、町村会へ統一要求書を提出するとともに、連合北海道・公務労協に結集し、人事院北海道事務局への要求書提出、交渉を実施します。
⑤　道本部全単組・春闘オルグの実施
道本部は、地方本部と合同で情勢報告や行動計画の点検など全単組オルグを実施します。
期　　間　　２月12日（火）～２月22日（金）までとします。（詳細は別途提起します）
⑥　情宣活動の強化
　全組合員配布の「批准投票用紙」（リーフ兼用）や「じちろう」特集号を活用し、職場討議を進めます。また、春闘期を活用した地本毎の教宣学校の実施等も視野に入れながら、情宣活動を強めます。さらに、北海道における公共サービス課題をアピールするため、住民教宣ビラ配布を検討します。
（２）地本・単組の取り組み
①　闘争方針・闘争体制の確立
　各地本・単組は闘争委員会を設置し、「１地本・単組１企画」を含む、春闘方針を確立します。
②　ストライキ批准投票の取り組み
　ストライキ批准投票について、最低でも全国平均を上回るよう、戦術配置の意義など提起しながら、圧倒的な成功をめざします。
③　要求書の提出と交渉の配置、労使合意事項の書面での確認
　道本部作成の「労使関係ルールに関する基本要求書」および「統一要求書」を当局に提出し、対自治体闘争の重点交渉期間に交渉を配置します（別記１、２）。特に労使合意事項については、書面にて確認行為を行い、労働協約若しくは書面協定として整理することを追求します。なお、具体的な取り組みの手法等については、別記５のとおりとします。また、各地本は総合振興局（振興局）、管内町村会にも要求書を提出します。その場合の要求書の内容は重点要求書として整理し直し、別途、示します。
④　地本別春闘討論集会、単組学習会・職場オルグ等の実施
　各地本は道本部と連携して2013春闘オルグ等を実施するとともに、山場に向けて総決起集会などを開催し、たたかいの意思統一をはかります。また、各単組も、春闘方針の職場討議、要求や課題の周知をはかるため、職場学習会・職場集会を開催します。
（３）公共民間労組の取り組み
①　公共民間単組においては、賃金労働条件が春闘段階で決着する単組と秋闘段階で決着する単組に大きく区分されますが、秋闘段階で決着する単組においても、春闘期における要求書の提出、交渉の実施、協約の締結という運動を重視し、別記３の要求項目に基づき、要求書を作成し、取り組むこととします。

②　公共民間単組と自治体単組で連携がとれる場合は十分な連携の下で要求書の提出や交渉の実施などを追求します。
（４）対自治体闘争ゾーンの取り組み
①　具体的戦術
２月18日（月）～25日（月）　　　　要求書提出（集中提出日２月25日（月））

２月18日（月）～３月末　　　　　　組合旗掲揚

３月６日（水）　　　　　　　　　　回答指定日

３月７日（木）～14日（木）　　　　重点交渉期間

３月12日（火）～15日（金）　　　　腕章着用

３月15日（金）　　　　　　　　　　29分時間内くい込み集会

　　　　　　　　　　　　　　　　　超勤拒否、出張拒否
②　妥結基準について
　道本部の行動指標は、上記「要求と課題」（１）～（３）とし、最低獲得目標（妥結基準）は、以下の対自治体交渉獲得目標を踏まえて別途提起します。
＜対自治体交渉獲得目標＞

【共通課題】

ア）賃金・労働条件の変更は事前協議事項とし、労使合意を前提

イ）現行賃金水準を維持し､生活実態の認識及び賃金要求額に見合った賃金改善の確認（最低限､現行賃金体系の維持・改善）

ウ）臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件改善の確認（勤務時間比例による正規職員と同様の賃金・労働条件の改善）

エ）総務省通知を踏まえた再任用制度の条例化、運用開始、拡充
オ）自治体関連民間労働者・公社・事業団労働者の賃金・労働条件を公務員並とすることの自治体としての指導方向明示、委託費、補助金等の引上げ方向確約

カ）全員５級水準以上への賃金改善､現業格差賃金解消の基本姿勢の明示と具体的協議の方向確約

キ）直営堅持・事前協議制の確立および欠員の完全補充

ク）不払い残業の撲滅・超勤手当の予算確保
【単組選択課題】

ケ）独自削減を含むすべての賃金合理化は提案させないことを基本に、それらの圧縮・緩和

コ）人事評価制度導入は労使交渉事項であることの確認

サ）時間外勤務手当の割増率や単価計算方式の最低労基法基準への改善

シ）自治体独自の公務災害見舞金(法定外)制度の新設と拡充の方向明示

ス）諸休暇制度の改善、新勤務時間・休暇制度の導入の十分な労使協議に基づく国を上回る改善

セ）自治体および自治体関連民間職場からの労基法・パート労働法違反や社会保険・労働保険の有資格未加入者等の法違反一掃。そのため、社協や委託先清掃等の関連職場の労働条件を自治体として把握し、法違反には是正指導を行うこと。

ソ）公益法人等への職員の派遣については、本人の不利益とならない内容で条例化すること

タ）任期付採用制度に関する条例化と運用については、十分な労使協議と合意を前提とすること

チ）民間の育児休業・介護休暇の改正、および国家公務員の制度改正を踏まえ、条例の改正を行うこと

ツ）育児のための短時間勤務制度について
ⅰ）国家公務員の制度を最低とし、条例化にあたっては事前協議・交渉・合意を前提とすること。
ⅱ）代替職員は原則正規職員とすること
ⅲ）育児休業の復職時調整は100／100で換算し、号俸調整を行うこと（育児休業を取得した職員の職務復帰後における給与は、育児休業をした全期間を引き続き勤務したものと見なして調整すること。あわせて、在職者調整を行うこと）。
テ）家族看護休暇の新設、最低、子の看護休暇を制度化すること
（５）連合・公務労協（公務員連絡会）の取り組み
①　連合・公務労協
　連合2013春季生活闘争・闘争宣言集会　２月６日（水）
　連合総決起集会　　　　　　　　　　３月●日（●）（民間山場前段）
②　連合北海道
　2013春季生活闘争総決起集会　３月６日（水）（場所未定）
③　公務員連絡会の対政府統一行動
　第１次全国統一行動日　２月●日（要求書提出の翌日）
　第２次全国統一行動日　３月●日（回答日翌日に政府・人事院回答内容報告・確認）

※　2013春闘期の山場段階に中央行動の配置が検討されています。

８　道本部としての方針論議のスケジュール
　2013年１月11日（金）～12日（土）　　道本部春闘討論集会

　　　　１月中下旬　　　　　　　　　　各地方本部別春闘討論集会

　　　　１月29日（火）　　　　　　　　第１回道本部拡大闘争委員会

　　　　１月31日（木）～２月１日（金）自治労第85回臨時大会（自治労春闘方針決定）

　　　　２月６日（水）　　　　 　　　 道本部第54回臨時大会（道本部方針確定）
 別記１ 
	労使関係ルールに関する基本要求書（案）

●●●長　　●●●●様

●●●職員労働組合　　　　　

執行委員長　●●●●
※　前文は参考とします

　地方自治の確立に向けた貴職のご尽力に心より敬意を表します。

　国家公務員制度改革基本法により国公関連４法案と地公関連２法案を政府として閣議決定した経過にあること、また、すでに人勧制度が本来の代償機能を喪失している実態やＩＬＯから７度の勧告を受けている情勢からも、自律的労使関係への転換は新政権としても避けてとおることができない課題となっています。
　私たちは、新たな制度のもとでは、これまで以上に労使の相互信頼のもとにおける労使交渉が重要な位置を占めることから、職員の賃金・労働条件については、互いによりいっそう真摯に交渉・協議をしていくことが求められると認識しています。

　つきましては、職員の賃金・労働条件に関しては、下記の点を基本的な団体的労使関係ルールとして確認されるよう要求します。
記

１．賃金・労働条件の決定にあたっては、労使交渉・協議の実施とそれに基づく合意によるものとし、労使による自主決着をすること。
【解説】

①賃金等を決定する際には、必ず労使交渉・協議を行うこと、②合意点をたがいに真摯に探ること、③交渉を途中で打ち切り、条例案を議会に勝手に提案するようなことを行わないこと、等を求めるもの。

なお、「自主決着」には、人事院勧告よりも低い水準の人事委員会勧告が出されている場合に、その県内市町村において、人事委員会勧告に従うことに当局側が固執することに対する歯止めや、労使合意よりも大きな割合での独自カットを議会が提案してきた際に、当局側の誠意を持った対応を求めることなどの意味を含む。
２．職場の存廃や業務の委託、人事評価制度の導入等、職員の賃金・労働条件にも大きな影響を与える事項については、適宜、事前に労使協議を行うこと。
【解説】

組織改編や人事評価制度そのもの等については、管理運営事項であるとして交渉を拒否する当局も少なくない。それに対し、「大きな影響を与えるものであるのだから、（管理運営事項そのものであっても）協議を行うべき」であることを求める。

　なお、第3次公務員制度審議会答申以降、「管理運営事項の処理の結果、影響を受けることがある勤務条件については交渉の対象になる」との考え方が確立していることから、賃金・労働条件に該当する部分については、１．にあるとおり、交渉を行うよう求める。



 別記２ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自治体単組用）
	2013年度自治体労働者の賃金・労働条件に関する統一要求書(案)
１　基本賃金・諸手当等

（１）賃金合理化反対、基本賃金等の引き上げ
①　現行賃金水準を維持・改善すること。

②　自治体労働者の賃金を平均11,000円（2.76％）以上引き上げること。なお、実施は４月１日とすること。

③　自治体（関係）労働者の最低賃金を月額155,000円、日額7,750円（／20日）、時間給1,000円（／155時間）)以上とすること。

④　財政を理由とした独自の基本賃金等の削減及び一切の賃金合理化をしないこと。
（２）給料表・初任給等の改善
①　給料表は７級以上とし、医療職(二)、(三)表など他の給料表使用の場合もこれと同一水準で取り扱うこと。

②　号俸は、職員の在級実態に応じ、必要分を増設すること。

②　中途採用者の初任給決定にあっては、経験年数換算10割を基本に最低でも８割とし、調整率を全期間２分の２（12月４号）計算とすることとし、職員を対象にした在職者調整を行うこと。

③　年齢別最低保障賃金制度を確立すること。最低保障水準を標準入職者の９割以上とすること。
④　給料の調整額は、支給対象職種の拡大、調整数の改善を行うこと。

（３）格差解消、昇格・昇給基準等の改善
①　賃金水準の改善にあたっては、国公行政職(一)表水準で最低次の年齢別ポイント級号俸とすること。
18歳1－17（155,700円）、22歳1－33（185,800円）、30歳3-13（244,900円）、

35歳3－42（299,100円）、43歳4－45（352,000）
②　級別の格付け基準など昇格・昇級基準を短縮・改善することとし、最低非役付職員の国公行政職(一)表５級到達を実現すること（具体的には、１級在級８年、２級在級４年、３級在級４年、４級在級２年）。また、医療職(二)、(三)表など他の給料表も同一水準以上で取り扱うこと。
③　現業・非現業の昇格・昇給基準の差別を廃止し、非現業と同一取り扱いとすること。また、行政（二）表は導入しないこと。また、初任給格付け及び昇級・昇格差別を廃止し、すべて、非現業と同一取り扱いとすること。
④　昇給延伸者に対する完全復元ならびに実損回復措置を講ずること。
⑤　４号俸を超える昇給原資を確保し、公平・公正に実施すること。
（４）給与構造改革などにかかる要求
①　給与水準の引き下げや昇級号俸の抑制の段階的回復を行うこと。
②　年齢による昇給停止や昇級抑制は行わないこと。特に50歳代後半層職員に限定した給与の減額措置は行わないこと。
③　現給保障措置を継続すること。
（５）諸手当等の改善

①　扶養手当については、血族要件を廃止するとともに、支給額、支給方法を改善すること。

②　住居手当は、支給範囲を拡大し、借家・借間についての改善を行うこと。また、自宅所有者については、定住促進のため措置されてきた経過を踏まえ、今までどおり支給すること。

	③　通勤手当は全額実費支給とし、非課税とすること。また、交通用具使用者の手当を実態に見合った額に改善すること。

④　下肢障害者のためマイカー通勤をしている者については、必要経費を完全に保障すること。

⑤　離島など生活の不便な地域に勤務する職員に対し、特地勤務手当を支給すること。

⑥　時間外勤務手当はl00分の150(深夜100分の200)、休日勤務手当はl00分の200とし、夜間勤務手当は100分の50に支給率の改善をはかること。最低でも、労基法改正に伴う水準以上（月60時間を超える部分は100分の150）とすること。また、時間外勤務手当月60時間超の法定休日の取り扱いについては、国と同様に算定時間に含めること。
⑦　宿日直を廃止すること。当面、その回数を減らすとともに宿日直手当を大幅に増額すること。
⑧　管理職員特別手当は一部特定職員のみの優遇措置であり、この手当は制度化及び運用しないこと。
⑨　寒冷地手当については現行の支給地区分を維持し、増額すること。
⑩　一時金は期末手当に一本化し、民間の支給実績にあわせて、現行水準を維持・改善すること。
（６）退職手当の改善について

①　退職手当の見直しにあたっては現行支給水準を維持すること。仮に引き下げる場合は地方公務員の退職の実態を踏まえた激変緩和措置を講ずること。また、退職時特別昇給は、現行水準を維持すること。
②　定年前退職者については、個別勧奨退職制度を確立し、退職時特別昇給の実施・拡大など退職条件の改善をはかること。
２　自治体関係労働者の賃金・労働条件の改善
（１）臨時・非常動・嘱託・パート職員等
①　恒常的な業務に従事する臨時・非常勤・嘱託・パート職員等については、ただちに正規職員とすること。
②　臨時・非常勤・嘱託・パート職員等の雇用は、労使交渉に基づく協約・協定の内容を踏まえ、当該労働者に賃金、労働時間を明示し労働契約を締結すること。
③　パート労働法の趣旨を地方公務員臨時非常勤職員へ適用するとともに、非常勤職員の諸手当支給制限の撤廃（地方自治法203条の２の改正）に向け、国に働きかけること。当面して、国が発出した非常勤職員の指針（ガイドライン）を参考に、以下の点について早急に改善すること。
ア）基本賃金の大幅引上げ（最低でも正規職員の８割）と、年齢や経験年数に応じた初任給格付け、定期的昇給制度の確立。

イ）期末手当（６月、12月）の正規職員並み完全支給

ウ）寒冷地手当の正規職員並み完全支給。

エ）その他諸手当の支給・制度化、とりわけ最低でも通勤手当は雇用形態を問わず完全支給すること。

オ）諸休暇制度の確立、とりわけ、年次有給休暇制度の採用１年目からの公務員並み確立（最低でも労基法基準の６月継続勤務で10日）と週休２日制の実施。

カ）退職手当の制度化・支給。

キ）社会保険、雇用保険、労災保険への加入。
（２）社会福祉協議会職員及び介護労働者等の処遇改善
①　社会福祉協議会職員の賃金・労働条件を自治体職員並に改善すること。
②　そのため、委託費、補助金等で必要な財政措置を行うこと。
③　介護報酬改定・介護職員処遇改善交付金による、介護労働者の処遇改善をすること。
（３）委託先民間労働者等
①　「公契約」に基づく民間委託労働者の賃金及び労働条件の確保と、環境・福祉・公正労働・男女平等参画等の社会的価値を実現するため、「社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例」を制定すること。

②　業務委託に関する入札にあっては、入札価格において人件費相当分を明記した最低制限価格を設定すること。

③　最低でも委託先民間職場から労働基準法・短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パート法）違反や、労働保険・社会保険の有資格未加入といった法違反を一掃すること。そのため、自治体として委託先民間職場の労働条件を把握するとともに、法違反があった場合の是正指導や指導に従わない場合は委託先から除外する等の対応をとること。

④　委託料の積算について、委託先民間労働者の賃金引き上げを自治体職員と同様にすること。また、委託契約にあっては、賃金・労働条件を明確にし、自治体職員との格差をなくすこと。

⑤　委託清掃職場から労働災害を一掃するため、「清掃事業における安全衛生管理要綱」（平成５年３月２日付け基発第123号）の徹底をはかること。
３　新たな人事評価制度関係
（１）新たな人事評価制度は、国の実施状況を見極め、拙速に導入しないことし、導入にあたっては労使協議と合意を前提とすること。

（２）新たな人事評価制度は賃金諸制度と直結しないこと。

４　労働時間・休暇等の改善

（１）労働時間の短縮

①　所定勤務時間を短縮すること。また、休憩時間については、育児・介護の責任を有する職員の実態等を総合的に考慮し検討するとともに、変更にあたっては、労使合意を前提とすること。さらに、変則・交替制勤務職場においても同様に勤務時間を短縮すること。

②　時間外勤務の縮減に努めるとともに、時間外手当は必要な予算を確保し完全支給すること。また、年間の総労働時間1800時間体制確立に向け実効ある施策を講じること。

③　労働基準法第36条に基づく時間外勤務に関する労使協定（36協定）を最低でも法適用全職場（事業所、施設等）で締結すること。

④　時間外労働の縮減のため、毎週１回（水曜日を基本）のノー残業デーの設定をはじめ、定時退庁の促進を徹底すること。

⑤　育児・介護の責任を有する男女労働者の時間外労働（週休日、休日出勤を含む）は年間150時間を上限とすること。また、深夜労働の制限を設けること。

（２）休暇制度等の改善

①　年休の完全取得のために実効ある施策を講じること。

②　病院等変則交替制職場の週休２日制の確立のため、必要な人員配置や予算措置など諸条件を整備すること。

③　最低年５日以上を基本とする夏季休暇を制度化すること。

④　リフレッシュ休暇制度、有給教育休暇、ボランティア休暇及び骨髄バンク提供職員に対する気休暇については国の特例措置の廃止に伴った見直しは行わないこと。

⑤　健康障害休暇等の新設を行うこと。

（３）両立支援のための休暇等の新設・充実

①　介護休暇を４原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保）で制度化すること。

②　育児休業を５原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保・男女対象を制度化）で制度化すること。

③　民間の育児・介護休業法の改正、国家公務員の制度改正を踏まえ、以下のとおり改善すること。
ⅰ）３歳未満の子を持つ職員に対し、職員より申請があった場合は時間外勤務をさせてはならない規定を新設すること。

ⅱ）子の看護休暇の期間について、２人以上の場合は10日以内の範囲内の期間とするよう改正すること。また、休暇の取得要件に疾病の予防をはかるために必要な子の世話を加えること。

ⅲ）配偶者の出産後８週間以内に育児休業を取得した男性職員に対して、再度、育児休業を取得可能とすること。育児休業等計画書を任命権者に提出し、再度の育児休業の前に３月以上勤務する場合は、配偶者の取得状況にかかわらず、再度の取得を可能とすること。

ⅳ）育児休業取得の際の専業主婦（夫）除外規定を廃止すること。また、育児短時間勤務、育児時間、早出遅出勤務、超過勤務の制限及び免除についても、同様とすること。

ⅴ）介護のための短期の休業制度（特別休暇）を新設すること。要介護状態の対象家族が１人であれば年５日、２人以上であれば年10日の範囲内の期間とすること。
④　臨時・非常勤等職員についても、民間･国と同様に育児･介護休業の適用拡大をはかること。

⑤　育児・介護を行う職員への早出・遅出勤務制度を整備すること。

⑥　育児のための短時間勤務制度について
ⅰ）国家公務員の制度を最低とし、条例化にあたっては事前協議・交渉・合意を前提とすること。

ⅱ）代替職員は原則正規職員とすること。

ⅲ）育児休業の復職時調整は100／100で換算し、号俸調整を行うこと（育児休業を取得した職員の職務復帰後における給与は、育児休業をした全期間を引き続き勤務したものと見なして調整すること。あわせて、在職者調整を行うこと）。
⑦　介護など家族的責任を有する男女労働者の時間外労働の制限を徹底すること。

⑧　介護を行う職員のための短時間勤務制度を導入するとともに、後補充の仕組みを明確にすること。

⑨　男性の育児休業・介護休暇の取得を促進するための啓発活動を行うこと。男女ともに育児や介護に関する研修を受ける機会を保障すること。

⑩　保育（育児）時間は最低120分とするとともに、男女とも取得できる制度とし、拡充すること。

⑪　男性職員の育児参加の促進と家庭責任を果たすための支援策として、育児参加特別休暇・配偶者出産休暇制度の新設・拡充をすること。

⑫　育児休業及び介護休暇に関わる期間の給与上の取扱いは、全期間勤務したものとみなし、昇給・昇格・一時金・退職手当に関する不利益を解消すること。最低限、期末手当については、人事院規則改正を踏まえ、早急に改善すること。

⑬　次世代育成支援対策推進法を踏まえ、自治体においては事業主として、両立支援策に関わる「行動計画」の着実な実施をはかること。
５　女性労働者の労働条件等
（１）『女性差別撤廃条約』の理念に基づき、地公法第13条を遵守し、自治体職員の募集から退職まで一切の男女差別をなくすこと。特に、婚姻、妊娠、出産を理由とした退職はなくすこと。
（２）労働基準法、母子保健法等を積極的に活用し、諸権利の整備をはかること。とりわけ、下記事項の実現をはかること。
①　産前産後休暇を、産前８週間(多胎14週間)、産後13週間で制度化をはかること。また、代替職員を完全に配置すること。

②　母子保健法に基づく保健指導や健康診査を、回数ではなく１日単位の通院休暇として制度化すること。また、妊産婦に対する母性健康管理措置の制度化をはかること。

③　妊娠障害休暇を最低14日とし制度化すること。

④　妊産婦の通勤緩和措置制度を拡充すること。

⑤　妊産婦に対する軽易業務への転換制度を確実なものとすること。

⑥　労基法66条に基づく妊産婦の請求による時間外労働・休日労働・深夜労働の禁止措置にともなって代替要員の確保等の条件整備をはかること。
６　労働基本権の確立
（１）労働基本権の確立をはじめとする以下の事項の実現に向けて、政府や国会へ働きかけること。
①　国家公務員制度改革基本法に基づく、自律的労使関係制度の措置をはじめとする国家公務員制度改革関連４法案、地方公務員制度改革関連２法案の早期成立をはかること。

②　争議権を法律で保障すること。

③　「職員団体のための職員の行為の制限」（役員の専従制限条項）を撤廃すること。

④　消防職員などすべての官公労働者に団結権や協約締結権を保障すること。
（２）組合役員の人事異動にあたっては事前協議制を確立すること。
（３）管理職員の範囲はＩＬＯ87号条約の精神に基づき、不当な拡大を行わないこと。また、団体交渉事項とすること。
７　組織・機構・定数等
（１）欠員補充・定数拡大・直営堅持
①　欠員不補充、定数削減等を行わず、中長期の新規採用計画策定すること。

②　事務・事業(仕事量)の拡大に見合う、必要な人員を確保すること。特に、ホームヘルパー等介護職員、看護師等看護職員の確保と大幅増員をはかること。

③　任期付採用制度に関する条例化と運用については、十分な労使協議と合意を前提とするとともに、具体的な採用の必要性が生じた段階において条例化を行うこと。また、部内の人材活用および育成を基本として、それにより賄うことが著しく困難な職種について適用すること。

④　自治体の障害者雇用については、98年７月に改正された法定雇用率の達成と自治体独自雇用率の設置をはかること。

⑤　業務の民間委託化、一部事務組合化等、住民サービスの低下、住民自治の否定につながる合理化は行わないこと。また、現行委託業務等は、直営化すること。

⑥　地方独立行政法人制度の導入は行わないこと。導入を検討する場合は、十分な労使協議と合意を前提とすること。

⑦　公共施設等の管理については、直営を堅持すること。やむを得ず指定管理者制度を検討する場合は、十分な労使協議と合意に基づくこと。また、現行の管理委託制度からの切り替えについても、拙速な切り替えを行わず労使協議を行い、最低限、現在の委託先への切り替えを行うこと。

	（２）雇用と年金の接続について
　雇用と年金の接続に向けて定年延長を基本とした制度改正を行うこと。それまでの間、再任用制度等による雇用と年金の接続をはかるとともに、再任用制度の拡充、早期条例化、早期運用開始を行うこと。また、導入にあたっては、在職中の臨時・非常勤等職員の雇用不安につながらないようにすること。

（３）分限・派遣等

①　自動失職の特例を定める「分限条例」を制定すること。また、上記特例に見合う内容を協約化していても速やかに条例化すること。

②　公益法人等への職員の派遣については、本人の同意を厳守するとともに本人の不利益とならない内容で条例化すること。
８　現業職場の労働条件等
（１）現在、直営で行っている現業職場については、引きつづき直営で行うこと。

（２）既に、委託されている職場については、自治体の行政責任としてしっかり管理すること。
①　委託契約における適正な賃金確保のための条例（公契約条例）を制定し、入札（総合評価方式・最低制限価格制度）・委託契約の条件に労働者への公正労働基準と生活賃金の確保と義務付けるなどの労働保護対策を展開すること

②　委託契約内容が法律に違反している場合や、受託企業が委託契約内容を守らない場合、すみやかに是正のための具体的措置をはかること（脱法行為の学校用務員のシルバー人材センターからの派遣、道路交通法違反の清掃パッカー車における作業員のステップ乗車等）
（３）すべての労働条件（民間委託を含む）については、事前協議（団体交渉）とし、労使双方の合意に基づく労働協約を締結すること。労使の合意に達しないものは、一方的に強行したり、議会提案をしないこと。
９　労働安全衛生等
（１）労働安全衛生法を遵守するとともに、労働安全衛生委員会を開催すること。また、今年度の開催計画を明らかにすること。

（２）労災補償制度の上積みをはかること。とくに死亡災害については、自賠責なみとすること。

（３）職員の健康管理体制の充実をはかること。特に、受診率の向上と受診後の健康管理、指導・教育などへの方策を行うこと。

（４）セクシャル・ハラスメントやパワーハラスメントをなくすための指針を明確にし、法律により義務付けられている、啓発活動や苦情処理のための具体的実施計画を定めること。

（５）過重労働・メンタルヘルス問題に対する具体的な対策を行うこと。


 別記３ 
	地域公共サービス民間労働者の要求モデル
《2013春闘統一重点課題》
１．解雇・雇い止め阻止、自治体責任による雇用継続・保障の確立

２．賃下げ阻止・定期昇給（相当分）の賃金引き上げ確保と賃金表確立、格差是正分の上積み

３．50歳台後半職員の昇給抑制、昇格見直しは実施しないこと

４．退職手当（金）の見直しについては国と同様の取り扱いを強制しないこと

５．2006年の給与構造改革における現給保障を廃止しないこと
(注)　自治体準拠で、自治体と同様の給与構造改革が行われている公共民間単組の課題。
６．改正パート労働法を活用したパート職員等の均等待遇の実現

７．自治体最低賃金（月額155,000円以上、日額7,750円以上（／20日）、時間給1,000円以上（／155時間））の協約化

８．高年齢者雇用継続制度の協約化

９．労働基準法改正に対応した時間外割増賃金の引き上げ

10．育児・介護休業法改正の一部改正を踏まえた両立支援策等の改善

11．公正労働基準に基づく自治体入札・契約制度と委託費の改善、公契約条例の制定

12．指定管理者制度の改善、新公益法人への早期移行の実現
《2013春闘　雇用主に対する要求》
（基本要求）

１．憲法、労働組合法で保障されている団結権、団体交渉権、労働協約締結権、団体行動権などの労働基本権を侵害する不当労働行為を行わないこと。労働条件の決定・変更にあたっての「事前協議・同意協定」を締結すること。

２．雇用確保に努め、解雇、雇い止めを行わないこと。

３．月例給、一時金について、自治体職員賃金との格差是正を行うこと。

４．賃金表を制定し、定期昇給制度を確立すること。

５．50歳台後半職員の昇給抑制、昇格見直しは実施しないこと

６．退職手当（金）の見直しについては国と同様の取り扱いを強制しないこと。

７．2006年の給与構造改革における現給保障を廃止しないこと。
●　2012確定闘争で現給保障について未妥結および継続協議としていた単組については継続課題として要求します。

　国の2006年の給与水準引き下げ（給与構造改革）は、現給保障の制度を一つの条件に実施されたもので、現給保障に要する財源も人件費総額の範囲で措置されているものです。また、現給保障の期間は本来限られていません。

　現給保障問題について、地方においては引き続き当局から廃止提案が出される可能性がありますが、現給保障の継続を求め、国が2014年3月まで継続することをふまえた対応を行います。


	８．パート労働法、改正労働契約法に基づき、パート職員、有期労働者等の均等待遇、雇用継続をはかること。

●　2008年４月１日に施行された改正パート労働法にそって、パート労働者の労働条件の改善をはかるため、次の事項を点検し、要求します。

ア　パート職員を雇用する場合は、賃金・労働時間など労働条件を明記した「雇い入れ通知書」を交付すること。また、「昇給・昇格の有無」「退職手当の有無」「賞与の有無」を明示すること。

イ　パート職員を対象とした就業規則を設けること。その際、事業所のパート職員の過半数代表の意見を聴くこと。

ウ　職務の内容、人材活用の仕組みについて、契約期間が実質的に無期限となっているパート職員に対する差別的取り扱いを禁止すること。その他のパートにも均衡処遇をはかること。

エ　正規職員と同様の職務を担っているパート職員に対しては、正規職員と同様の教育訓練を実施すること。

オ　食堂、更衣室、休憩室の福利厚生施設の利用について、正規職員と同様の取り扱いとすること。

カ　パート職員から正規職員への転換を推進するため、次の措置を講ずること。

●　正規職員を募集する場合、その募集内容をすでに雇っているパート職員に周知すること。

●　正規職員のポストを社内公募する場合、すでに雇っているパート職員にも応募する機会を与えること。

●　パート職員が正規職員に転換するための転換制度を導入すること。

キ　改正労働契約法を踏まえ、雇用期間が通算５年に達する前の段階における有期雇用から無期雇用への転換ルールを導入すること。

９．パートを含む職場のすべての労働者に適用される最低賃金（月額155,000円、日額7,750円、時間給1,000円）を確立すること。

10．パート職員の賃金改善のため、正規職員との均等・均衡措置をめざす観点から、「賃金カーブ維持相当分30円/ｈ＋賃金改善分１％」以上の引き上げを実施すること。

11．高年齢者雇用安定法に基づき、定年を60歳以上に延長し、希望者全員の最低65歳までの雇用継続（再雇用）制度を確立すること。

●　賃金引上げ額は、2013連合方針（中小共闘方針）を踏まえ、「賃金カーブ維持相当分30円/ｈ＋賃金改善分１％」以上の確保をはかります。賃金維持相当分30円/ｈは、正規職員の引き上げ幅・１年１歳間差（月額5,000円）の１時間あたりの金額です。・2012年８月高年齢者雇用安定法が改正され、2013年４月１日に施行されます。高年齢者の就労促進の一環として、継続雇用制度の対象となる高年齢者につき事業主が定める基準に関する規定を削除し、高年齢者の雇用確保措置を充実させる等の改正が行われました。

12．不払い残業を一掃し、恒常的な超過勤務を縮減すること。労働基準法の改正に対応した時間外勤務手当の割増率の引き上げを行うこと。法定休日（日曜または日曜相当日）についても月60時間を超える超過勤務時間の算定の対象とすること。その際、月60時間を超える超過勤務時間の代替休暇制度については導入しないこと。なお、やむをえず導入する場合には、本人の自由選択制を確保すること。
●　2008年12月労働基準法が改正され、2009年４月より施行され、改正内容は、月45時間を超え60時間までは法定割増率を上回るよう努力義務が課せられ、月60時間を超える超過勤務の割増率については50/100以上とされました。

●　従業員300人以下の中小企業については猶予期間が設けられていますが、国家公務員、地方公務員も、労基法改正を受けて月60時間を超える超過勤務の割増率の引き上げが行われます。公共民間労組においても、労基法改正を踏まえた超過勤務の割増率の引き上げを要求します。

●　また、月60時間を超える超過勤務の割増賃金の支給に代わるものとして、本人同意に基づく代替休暇制度が設けられましたが、時間管理が労使ともに困難であることなどから、代替休暇制度は導入しないことを基本とし、やむをえず導入する場合には本人の自由選択制を確保することが必要です。

13．改正育児・介護休業法の施行（2010年６月）を踏まえ、両立支援策等に関する所要の措置を速やかに行うこと。

●　３歳未満の子の育児短時間勤務の制度化、所定外労働の免除の義務化、子の看護休暇制度の拡充、父母ともに育児休業を取得する場合の休業可能期間を子が１歳２ヵ月までに延長（休業期間は１年）、出産後８週間以内の父親の育児休業取得の促進、専業主婦（夫）除外規定の廃止、短期の介護休暇制度の創設など。

・2012年７月に全面施行されたことを踏まえ、すべての事業所での改善を実施すること。

14．自治体事業への入札にあたっては、公正労働基準に基づく積算を行い、ダンピング入札を行わないこと。自治体との契約書に記載された「労働条項」（労働基準法をはじめ労働諸法遵守、自治体最低賃金、雇用引き継ぎなど）を遵守すること。

15．指定管理者の応募にあたって、2010年12月28日総務省通知も踏まえ、①公的責任を果たせる人材の配置、②人件費の減額を招かないこと、③非正規職員への置き換えが進まないこと、④労働諸法の履行の条件があること、⑤長期的な視点での企画・立案ができることなどを前提に、事業計画などについて労使協議を行うこと。また、雇用保障協定を締結すること。

16．公益法人改革への対応については、すみやかに新公益法人への移行をめざすこと。このための労使協議の場を設けること。

　公益法人改革をめざさない場合は、自治体の設置者責任において、雇用を継続し、労働条件の改悪等しないこと。

●　公益法人改革関連３法が施行され、従来の財団や社団は、2013年11月末までに、公益社団・財団法人または、一般財団・社団法人に移行します。

●　公益認定をとらない場合、公益財産の支出が求められるだけでなく、公益法人としてのステイタスを失うことになり、同種の事業を展開しようとする他の事業者（ＮＰＯ法人や民間企業など）とまったく対等な競争を強いられる可能性が強くなります。

●　また、これまで受けてきた自治体からの強力な支援も受けにくくなることが想定されます。

（一般要求）

【賃金・諸手当】

17．月例給について、自治体の水準を最低とし、維持、改善すること。

18．一時金について、自治体の水準を最低とし、必要な支給月数を確保すること。

19．退職金の改善をはかること。中小企業退職金共済を活用すること。

20．2009年に改定された介護報酬の増加分を反映させること。

21．介護職員処遇改善加算を申請し、介護職員の処遇改善に反映させること
【パート労働関係】

22．パート職員（名称に関わらず短時間の労働者）の雇用保障に関わる協定を締結し、更新拒否の雇い止めをしないこと。

23．パート職員の賃金・労働条件について、常勤労働者との均等待遇とすること（通勤手当などの諸手当含む）。賃金については常勤労働者との労働時間に比例したものとし、最低時給は970円以上とすること。

24．パート職員の忌引休暇､病気休暇､健康診断について､2009年人事院報告・人事院規則改正を踏まえ、国の非常勤職員の適用要件・水準を最低とし、常勤労働者との均等待遇をはかること。

25．改正育児・介護休業法の全面施行（2012年７月）を踏まえ、パート職員に育児休業・介護休業制度を適用すること。
【人員・休暇・労働時間】

26．人員を確保し、休暇交替要員を確保すること。

27．賃下げなしの完全週休２日制、週38時間45分以下、年間1800時間労働を達成すること。

28．年次有給休暇を初年度20日とし、夏季休暇、年末年始休暇、産前産後休暇、育児休業（休暇）、介護休暇、ボランティア休暇制度を確立すること。
【労安・権利・男女平等】

29．安全衛生委員会の設置、健康診断の実施、労災上積み補償（死亡時3,000万円）を確立すること。

30．組合事務所・掲示板を認めること。組合活動のための有給休暇制度を確立すること。

31．地域公共サービスの向上に資する職員研修および人権研修を有給で実施すること。

32．ハラスメントを防止するための基本方針を明らかにし、啓発活動や問題解決のための具体的実施計画を定めること。男女間の賃金格差を解消し、職場での男女平等参画を実現すること。

33．次世代育成支援対策法に基づき、一般事業主行動計画の策定・見直しを行うこと。

34．以上の要求について、労使で合意したときは、労働協約として締結すること。
《2013春闘　自治体に対する要求》（自治体単組、公共民間労組共通）

（基本要求）

公共サービス基本法10条・11条に基づき、自治体の責務を果たすために以下の要求をします。
１．雇用安定をはかるため、指定管理者の選定、公社・事業団などの統廃合、競争入札などによる委託企業の変更の場合でも、これまで従事してきた労働者の「雇用保障」や「優先雇用」の協定を関係団体、労組間で締結すること。さらに、公共サービスの維持・発展をはかるために、雇用の引き継ぎとともに、賃金、労働条件、勤続年数、労働協約、労働慣行の継続をはかること。

２．安さを追求する競争入札から、公共サービスの質の向上や自治体政策実現に資する入札にむけ、公正労働、リビングウェイジ（生活できる最低賃金）、雇用継続、障害者雇用、男女平等

	参画などを総合評価する公契約基本条例を制定すること。

３．事業者の入札参加や指定管理者への公募にあたっては、労働基準法、労働組合法、労働安全衛生法、パート労働法、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、雇用保険法、社会保険法などの法令遵守を参加条件とすること。とくに、労働基準法等違反企業や不当労働行為企業を契約から排除すること。

４．指定管理者の指定にあたっては、施設の特性に応じて、長期間の指定も可能とすること。また、これまでの指定管理者の事業実績に十分留意し、特定の団体を特命指定することが可能であることとすること。

５．入札や指定管理者の人件費積算にあたっては、公正労働基準を確立するため、ＩＬＯ94号条約（公契約における労働条項）の趣旨を活かし、これまで従事していた職員や同一地域の同様な職種の平均賃金を下回らない積算をし、標準人件費に基づく職種別賃金単価表を整備すること。

　また、労務提供型請負（業務委託）の入札・落札においても公正労働基準に基づく「最低制限価格制度」「低入札価格調査制度」を導入すること。

６．仕様書や委託先企業との契約書において、労働諸法（指針を含む）を遵守する旨の公正労働条項を設けること。また、一方的な仕様書の変更など自治体の優越的地位を濫用しないこと。

７．公益法人改革への対応については、地域住民への影響や当該法人の職員の雇用などを考慮して、すみやかに新公益法人への移行をはかること。

　公益法人認定をめざさない場合は、設置者である自治体の責任において、雇用を継続し、労働条件の改悪等しないこと

（一般要求）

８．公社・事業団、社協、民間委託企業など主として自治体の補助金、委託費などに依存する事業所の労働者に適用される自治体最低賃金（月額149,800円以上＜国公行(一)１級13号俸相当額＞、日額7,490円以上、時間給970円以上）を確立すること。最低制限価格制度を活用して委託費において自治体最低賃金を最低保障するとともに、仕様書、委託契約において明記し、履行を確保すること。

９．総合評価方式を活かし、ダンピングを防ぐとともに、技術、経験、公正労働基準、リビングウェイジ、雇用引き継ぎ、障害者雇用、男女平等参画などが委託契約に反映されるようにすること。業務の継続性をはかるために、随意契約についても活用すること。

10．委託担当、委託先への出向・派遣職員に対して、労働諸法などの研修を実施し、遵守するよう指導すること。また、ハラスメントを防止するための基本方針を明らかにし、啓発活動や苦情処理のための具体的実施計画を定めること。

11．委託企業従業員に対して、地域公共サービスを向上し、業務遂行のための職員研修、安全衛生研修、および人権研修を有給で実施すること。また、職場の安全衛生活動の充実と体制の強化をはかること。

12．自治体設置の公社、事業団などにおける不払い残業をなくす予算措置を講じること。

13．介護保険による指定事業所において、労働基準法、労働安全衛生法、パート労働法などの違反がないように、労働基準監督署、労政事務所などと共同で、周知徹底、改善指導、違反摘発を行うこと。また、介護労働者が安心して働き続けられるよう保険者として環境整備をはかること。

14．委託企業従業員にも、自治体福利厚生制度が利用できるようにすること。


 別記４ 
	臨時・非常勤等職員の要求モデル
１．雇用安定
(１)　恒常的な業務に就いているフルタイムまたはフルタイムに準じる職員については、パート労働法の趣旨を踏まえ、正規職員への転換措置をはかること。

(２)　恒常的な業務に就いている職員について、雇用更新年限が設けられている場合、その廃止と雇用継続を行うこと。

(３)　消費生活相談員について、消費者庁通知（2012年８月）や特命担当大臣メッセージ（同年７月）などを踏まえ、雇用更新年限の廃止と雇用継続を行うこと。

(４)　雇用更新に際して「空白期間」や他の部署への「たらい回し」がある場合、それを廃止すること。

(５)　雇用継続、処遇改善のため予算の確保を行うこと。
●　民間労働法制であるパート労働法第12条は、「通常の労働者への転換推進措置」を明記しています。

　同じく民間労働法制である改正労働契約法は、①通算５年雇用で本人の申し込みにより有期雇用から無期雇用への転換、②「雇止め判例法理」（※）の法定化を定めました。無期雇用への転換を避けるために、通算５年に達する前での雇止めも懸念されますが、改正労働契約法の趣旨は、有期雇用労働の保護にあります。

　これら、パート労働法や労働契約法は、公務員には適用されませんが、総務省は「任用にあたっては、民間労働法制の動向を十分に念頭におく必要がある」（2012.3.28　公務員連絡会交渉・総務大臣回答）「パートタイム労働法の趣旨も踏まえた対応ができるよう、各地方公共団体に対して必要な助言や情報の提供等を行って参りたい」（2012.10.31 公務員連絡会地公部会交渉・公務員部長回答）などと回答しています。このため、パート労働法や労働契約法の趣旨と内容を踏まえ、恒常的業務に就く臨時・非常勤等職員の雇用継続、正規職員への転換ルールを求めていきます。

※有期労働契約の反復更新により無期労働契約と実質的に異ならない状態で存在している場合、または、有期労働契約の期間満了後の雇用継続につき合理的期待が認められる場合に、雇止めが客観的に合理的な理由を欠き社会通念上相当であると認められないとされて雇止めが制限され有期労働契約が更新（締結）されたものとみなす判例法理

●　臨時・非常勤等職員の更新について、３年、５年など上限を設定している場合には、上限について法律上の明記がないこと、業務の性格や業務の期間により任期は異なることから、上限撤廃を求めます。

●　臨時的任用職員（地公法22条）について、業務が継続しているにもかかわらず任期の満了（最長１年）を理由に雇い止めにすることについては、臨時的任用職員であっても非常勤職員と同様に再任用は可能であることから、雇用継続を求めていきます。

●　臨時的任用職員の再任用では、2009年10月９日総務省交渉回答なども踏まえ、１日や１週間などの空白期間を置くことなく雇用継続とします。

●　国の非常勤職員においても、不必要に短い任期を定めることのないよう配慮しなければならない（人事院規則の改正８－12－８第46条２の３および４）として、任期は業務が行われる期
間にあわせて設定される必要があり、特定の制度の適用を避けるために任期と任期の間を１日



	空けるような運用は、適当ではないとの考え方がとられています。（規則の改正2010年８月、10月施行）

●　消費生活相談員の雇い止め問題については、消費者庁が「一律に任用回数に制限を設けることは適当でない」と明記した消費者庁通知を2012年8月28日に策定し、各自治体に周知しています。また、内閣府特命担当大臣（消費者行政担当）からは、「①消費生活相談には、消費者問題に関する専門的な知識と、実務経験の積み重ねによって得られる事業者との交渉力などの技能が必要、②非常勤職員の行う業務の中にも恒常的な業務がある、③同一者の再度任用は排除されない、④各自治体においては、再度任用の回数について一律に制限を設けることなく、専門性に配慮した任用と処遇を行うこと」を盛り込んだメッセージを2012年７月31日に各自治体へ発しています。これら消費者庁通知と大臣のメッセージは、総務省とも内容確認のうえ発信しています。これらの指針、メッセージを活用し、消費生活相談員はもちろん、他の職種の雇い止めの交渉にも活用することとします。

●　任期付短時間勤務職員制度の任期についても、再任用は妨げられないとされていることから、業務が継続し、本人が希望する場合には雇用継続とするルールを確立します。

２．最低到達条件

(１)　自治労の自治体最低賃金を時給1,000円を最低とし、正規職員との均等待遇をはかること。

(２)　通勤手当（費用弁償を含む）について全額支払うこと。

(３)　時間外勤務手当（追加報酬）について全額支払うこと。

(４)　次の休暇・休業を制度化すること。

ア　年次有給休暇（年次繰り越しを含む）

イ　産前・産後休暇

ウ　病気休暇

エ　忌引き休暇

オ　短期介護休暇

カ　子の看護休暇

キ　育児・介護休業（休暇）

(５)　健康診断について、６ヵ月以上勤続（見込み）・週勤務20時間以上の職員に実施すること。

(６)　雇用保険・健康保険・厚生年金について、法定基準を最低に加入させること。

(７)　2009年度より消費生活相談員の報酬にかかる地方交付税措置が拡充（150万円→300万円）されていることを踏まえ、非常勤職員である消費生活相談員の賃金改善を行うこと。

３．均等待遇

●　労働基準法をはじめ法令遵守など労働条件の底上げをめざすため、最低到達条件を設定し改善を求めます。

●　通勤手当（費用弁償を含む）、時間外勤務手当（追加報酬）については2009年４月の総務省通知においても支払うことが適当とされています。

●　育児・介護休業（休暇）については、地方公務員の改正育児・介護休業法（2010年11月改正）が一般職非常勤職員に適用されることになりましたが、特別職非常勤職員、臨時的任用職員には適用されません。このため、特別職非常勤職員、臨時的任用職員には自治体の条例・要綱により制度導入することとします。なお、総務大臣は「実態に応じて、自治体でもって（育児休業を）措置することができる」（2010年11月16日衆議院総務委員会）と答弁していることも活用し、制度導入をはかることとします。

　　　　

	（賃　金）

(１)　自治労の自治体最低賃金と経験年数を考慮した年齢別最低保障賃金を確立すること。

(２)　賃金（報酬）について、人事院指針（2008年８月26日）や総務大臣答弁（2009年５月26日）などを踏まえ、職務内容（職務の内容と責任）、在勤する地域、職務経験等の要素を考慮し、改善すること。

(３)　諸手当（相当報酬）について、正規職員との均等待遇による支給とすること。

(４)　週の労働時間が定まり、６ヵ月以上勤務予定の職員には、月給制度を適用すること。

●　総務省交渉の積み上げの成果として、総務大臣は、2012年６月１日の国会質疑において「臨時・非常勤職員の任用に当たっては、通常の労働者との均衡のとれた待遇の確保というパート労働法の趣旨も踏まえた対応がなされていることが重要。総務省としても、各地方公共団体に対し、必要な助言や情報の提供等を行ってまいりたい」と答弁しています。この均衡待遇の確保は重要であるとの総務大臣見解を活かし、賃金、その他の労働条件の均等待遇の実現を当局に迫っていくこととします。

●　手当については、2010年９月の茨木市（最高裁）、枚方市（大阪高裁）などの裁判例において、任用根拠に関わりなく勤務実態にあわせて常勤職員であると認められれば手当の支給を認めています。

　また、2012年８月28日の国会答弁で総務省公務員部長は、「勤務実態が常勤の職員と同様であれば常勤の職員に該当することを認めるとした2008年７月の東京高裁の裁判例があることにも留意をする必要がある」との趣旨の答弁をしています。この裁判では、週勤務が22.5時間の保育士にも、勤務実態が常勤職員と同様であったとして、手当支給が認められています。

　総務大臣も述べている「均衡待遇の確保」の観点からも、まずは手当（相当額）の支給を求め、それが困難な場合は、基本給への追加報酬などを求めます。

（休暇、その他の労働条件）

(５)　休暇諸制度について、その種類、期間、賃金保障など正規職員との均等待遇を行うこと。

(６)　地方公務員災害補償基金の対象とならない職員について、労働災害の補償制度を整備すること。また、日常的な安全衛生活動の対象とすること。

(７)　職場のハラスメントの防止・解決制度に臨時・非常勤等職員を対象とすること。

(８)　パート労働法に準じて、教育訓練の実施、福利厚生への配慮、短時間雇用管理者の設置、労使による苦情処理機関の設置を行うこと。

(９)　任期付短時間勤務職員の給料・諸手当について、正規職員との均等待遇を行うこと。また、定期昇給を行うこと。

４．地方三団体（知事会、市長会、町村会）への上申

　非常勤職員に諸手当支給を認める地方自治法改正、パート労働法の趣旨の地方自治体への適用、任期の定めのない短時間勤務職員制度の創設などの法整備について、地方三団体（知事会、市長会、町村会）が国に要望するよう、全国知事会、ブロック及び県市長会、県町村会に要請すること。

５．文書協定、労働協約
　以上の要求について、労使で合意したときは、文書協定（非現業の職員団体）または労働協約（現業、公営企業の労働組合、民間労働組合）として締結すること。


 別記５ 
要求から妥結までの流れと書面協定
《１．要求書作成から回答》
　職場集会やオルグの中で、賃金・労働条件や人員配置、組織機構や人事などあらゆる職場の問題について議論する中から統一的な要求をまとめていきます。全員参加の労働組合をめざし多くの組合員から意見を吸い上げるため「一人一要求アンケート」などを行うことも有効です。
　同じ職場の組合員から、正反対の要求が出されることは常にありますし、職場集会やオルグで一致した要求でも別の職場集会では正反対の要求になることもあります。大切なことは、そのような結果になったことの事実関係を正確に組合員に伝えることです。また、そのことに対する執行部の考え方を率直に説明することです。また、要求を実現するためにはどのような困難があるか、それを克服するためにはどのような闘いが必要かなどの説明も合わせて行います。

　執行部は要求書原案を作成し、分会などをとおして職場討議を十分に行い組合員の意識を把握しまとめていきます。要求に対する組合員の自信と確信が、組合の戦術への結集にもつながります。
職場討議した内容を整理し、要求書と闘争戦術の執行部案を作成し職場におろして全組合員で確認します。

要求と闘争体制について、職場組合員の大方の同意が得られた段階で、組合規約に基づく機関会議を招集し、要求と闘争体制、闘争戦術を一体のものとして決定します。

要求書提出先は首長ですが、交渉の窓口となる総務課長などに直接手渡して次の事項を通告します。

１．要求事項の主旨を説明

２．回答指定日

３．文書での回答を確認

４．団体交渉の申し入れと闘争戦術の事前通告

回答を文書で受け取り内容を速やかに分析する。

※期限までに回答がない場合は当局を追求する。

《２．交渉から妥結・書面協定》


ほとんどの場合、文書回答は不十分な内容が多いいため、すぐに交渉を申し入れ、交渉日・場所・交渉課題・交渉メンバーなどを確認します。交渉は、執行部全員・青年部・女性部役員などできるだけ大衆団体交渉を追求します。


○回答内容への反論のため法律・条例規則・既得権などの調査をして裏付け資料を用意します。

○要求事項の根拠を明確にするための調査や研究も行います。

○事前に交渉メンバー全員で学習会を実施し要求の内容、交渉の進め方、発言の役割分担などについて意思統一をはかっておきます。

○労使対等であることを念頭に交渉を進めます。

○交渉は、相手の対応いかんで思わぬ展開をみせることもあります。相手方のこれまでの言い方や法令・規則、これまでの交渉経過、性格などの分析から想定されるやり取りを検討しておくと交渉が進めやすくなります。

○組合員は、別の場所で闘争委員会や職場集会をひらいて待機するなど、全組合員が参加しているという意識をもてるようにします。うしろに多くの組合員が控えているという重みが交渉の場での迫力となりますし、逆に組合員が無関心で役員だけの交渉というのでは当局側に見透かされてしまいます。
○交渉の途中で、当局側から新しい提案などがあり、事前に打ち合わせていない局面になったときは、必ず休憩をとって意思統一をします。当局側の誘いに乗って、よくわからないままに、その場で承諾するようなことがあってはなりません。持ち帰ってよく検討するようにします。
○交渉の経過は逐一組合員に知らせ、最終的な場面では、待機している組合員や地方本部役員にもはかって、全体の意思を確かめたうえで判断し、決着します。
○労使で合意した内容は、書面にして双方署名押印して「書面協定」を交わします。（別紙ひな型を参照）

《書面協定のひな型》

	確　認　書

　自治労○○市町村職員労働組合と○○市町村は、団体交渉の結果、下記の内容で合意に達したことを確認するとともに、後日のため本文書を２通作成し、それぞれが保管する。

記

１．（合意内容を具体的に箇条書きする）

2． 〃

3． 〃

２０１３年○月○日

市町村長　　○　○　○　○　　　印
自治労○○市町村職員労働組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　執行委員長　○　○　○　○　　　印
○○現業公営企業評議会

議　長　　　○　○　○　○　　　印


注１　表題は、「確認書」「覚書き」「議事録（交渉記録）」など何でもよい。

注２　合意内容は、後日、解釈をめぐって対立が生じないよう具体的に記入する。

注３　年月日と当事者の表示、代表者名と押印は、書面協定として効力を持たせるための必須記載事項。

注４　当局側の代表者として記名押印する者は、労働条件について決定する権限を持つ者であればよい。

注５　現業公企職員に関する事項で現業公企評議会がある場合は市町村職労委員長と現業公企評議会議長の連名で、社協労組などと労働組合連合会を結成している場合は、労連委員長と社協労組などの委員長と連名とする。
《労使関係ルールに関する協定書のひな型》

	労使関係ルールに関する協定書（案）
●●市町村長　●●●●と、●●●職員労働組合執行委員長　●●●●は、下記の事項について合意したことを確認し、書面協定を締結する。
記
１．賃金・労働条件の決定にあたっては、労使交渉・協議を実施し、それに基づくものとする。
２．職員の賃金・労働条件にも大きな影響を与える事項については、事前に労使協議を実施する。
2013年○月○日

市町村長　　○　○　○　○　　　印
自治労○○市町村職員労働組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　執行委員長　○　○　○　○　　　印


２．2013男女平等産別統一闘争の推進について
【闘争の意義と指標】
（１）1999年に施行された男女共同参画社会基本法は、その前文で男女共同参画社会の実現を「21世紀の我が国社会を決定する重要課題と位置づけ、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進をはかっていくことが重要である」と明記しています。また基本法では、①男女が性別による差別的取り扱いを受けないことなど男女の人権の尊重、②社会制度慣行が、男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響を中立的なものとすること、③国・地方公共団体または民間団体の政策・施策方針の立案および決定への男女共同参画、④家庭生活における活動とその他の活動の両立、⑤国際的協調を基本理念とし、その具体的施策を示すとともに、国、自治体、国民に対して男女共同参画社会の形成に向けた責務が記載されています。

（２）しかし、北海道内の自治体職場においては、財政危機や市町村合併などを理由に、共働きに対する攻撃や退職強要などの実態も明らかになっています。また、自治体が問われている「住民参加」、「住民との協働」を推進するためには、男女平等の意識を浸透させていくことが不可欠となります。自治労にとって、職場環境の改善という労働運動の課題と、地域の男女平等社会の実現をめざす自治体改革運動の前進をはかるためにも、「男女平等産別統一闘争」の取り組みは重要な位置を占めています。

○闘争指標

①　雇用主要求による男女平等の実現
これまでの格差是正要求の獲得状況を踏まえ、職場・地域の男女平等の実現を要求します。
②　自治体への政策要求による男女平等の法制度・社会環境の整備
男女平等の視点をもって自治体改革運動を推進し、地域社会における男女平等をめざします。
【基本的な考え方】
（１）自治労が取り組む男女平等産別統一闘争は、雇用・政策・組合活動などあらゆる分野で男女平等参画をめざす運動です。自治労本部は男女平等産別統一闘争を毎年６月に山場を設定して取り組んでいますが、道本部はすべての取り組みに男女平等の視点を盛り込むため通年闘争としているところです。

（２）通年闘争と位置づけた男女平等産別統一闘争は今年で10年目を迎えます。2012春闘時に要求書を提出した単組は133単組とほぼ前年並みの提出状況とはなっているものの、全体の約６割にとどまっている状況にあります。また、交渉を行った単組も限られており、地本・単組での取り組みの受け止めが十分とは言えず、まだまだ具体的実践に至っていませんし、男女平等産別統一闘争が重点課題とはなり得ていません。

（３）また、「男女がともに担う自治労北海道第４次計画」の議論に基づき、男女平等産別統一闘争の一層の定着・推進のため、自治労本部の山場である６月に教宣紙の発行や学習会の開催、均等法および地公法13条（平等取扱の原則）違反事例のチェックなど「１単組・１企画」の取り組みを提起しましたが、全体的な運動の広がりとはなっていません。自治労組合員比率においても約４割が女性という中、男女平等参画は自治労組織の活性化の要であり持続可能な経済・社会の基盤であることから、女性のみの課題ではなく、男性や組織の課題であることを認識する必要があります。

（４）改正男女雇用機会均等法（2007年４月）や改正パートタイム労働法（2008年４月）の施行など、男女平等参画社会を実現する上での法制度上の環境整備がはかられています。

　公務職場においても2009年の育児・介護休業法の改正を受けて、2011年度から特に男性の育児・介護への参画に関わる様々な制度の改善・拡充が順次進められてきている状況です。男性の育児休業取得を進めることは、ひいては女性の採用・登用に大きく寄与するものであり、政府が2010年に閣議決定した「新成長戦略」および「第３次男女共同参画基本計画」では、「男性の育児休業取得率」について「2020年には13％をめざす」（2009年度の国家公務員の育児休業取得実態調査では男性の育児休業取得率は1.6％）とされているところでもあります。

（５）こういった制度を十分活用するためにも、組織全体で男女平等産別統一闘争を重要な課題として捉え、日頃の取り組みや職場実態を検証するとともに、その結果を踏まえて当局（雇用主）と交渉・協議を行うなど、男女平等参画社会の実現に向けた運動サイクルを確立することが必要であり、今後も粘り強く取り組みを進めていかなければなりません。

　今年度も引き続き、春闘期を男女平等産別統一闘争のスタートと位置付けると同時に、全国統一行動に向けた地本・単組の議論の期間として位置づけ、男女がともに担う自治労北海道推進委員会などでの議論を進めていく中から、全国統一行動日における取り組みを構築するとともに、全単組による総行動を追求していくこととします。
【通年闘争としてのスケジュール】

○　春闘時に「2013年度自治体労働者の賃金・労働条件に関する統一要求書」と同時に「2013年度男女平等社会および職場における男女平等の実現に関する統一要求書」を提出し、「男女平等基本条例」「男女平等行動計画」や「職場における男女平等」総体の議論を行います。

　　また、職場の実態を把握していく中から、６月の全国統一行動に向けた議論を進めます。

○　６月の中央本部の全国統一行動日に「１単組・１企画」の取り組みを追求します。

○　11月の賃金確定闘争において、男女の賃金差別などを中心にした賃金課題と全体の課題について交渉を行います。

○　12月～１月の当初予算闘争・人員確保闘争についても「募集・採用・配置・昇進などにおける男女平等の実現」などの課題を中心に交渉する（人員確保・採用に関わる交渉の時期が違う単組は、その時期に合わせて行う）など、「男女平等産別統一闘争」の課題を具体的に解決する場として交渉を行います。
【2013年度の具体的な運動展開について】

○道本部の取り組み

①　春闘期に、道・市長会・町村会に対する申し入れを実施します。

②　６月の全国統一行動に向けて、教宣紙「自治労北海道」特集号による啓発活動を行います。

③　地本と連携した学習・啓発の取り組みをめざします。

④　「男女がともに担う自治労北海道第３４次計画」を着実に実践するための議論を深めます。

○地方本部の取り組み

①　「男女がともに担う地方本部推進委員会」が未設置の地方本部については、今年度内の設置を追求します。また、すでに設置済みの地方本部にあっては、形骸化することなくいっそうの取り組みの推進をめざします。

②　地本執行部は地本女性部・青年部などとの連携を強め、組織総体での取り組みを追求します。

③　春闘期に管内市長会・町村会に対する申し入れを実施します。

④　地本として統一獲得目標・妥結基準などを設定し、具体的な要求実現をめざします。

⑤　闘争体制の強化に向けて、学習会の開催、単組・総支部代表者会議の開催をめざします。

⑥　全国統一行動に合わせ、単組との連携も含めて地方本部で「１地方本部・１企画」を実施し、推進をはかります。

○単組・総支部の取り組み

①　単組・総支部は女性部・青年部などとの連携を強め、組織総体での取り組みを追求します。

②　春闘期の取り組みとして、以下の取り組みを行います。

・統一要求書の一斉提出

２月18日（月）～25日（月）のゾーン（集中提出日　２月25日）に、全単組が「2013年度男女平等社会および職場における男女平等の実現に関する統一要求書」を各自治体首長に対して提出します。

＜重点要求指標＞

ア）地域の状況を反映した男女平等基本条例または男女平等参加計画を制定すること。

イ）地公法13条・改正均等法を遵守し、男女平等の職場とすること。

ウ）募集・採用・配置・昇進・賃金等について、男女別・雇用形態別・職種別・職階別の実態を調査し、差別の是正措置をはかること。

エ）「特定（一般）事業主行動計画」の進捗状況の点検と労使協議の場を確保すること。

・回答指定日

　要求の回答指定日は、３月６日（木）とし、要求の前進をめざします。

・要求・交渉を進めるにあたり、単組内での議論を深めると同時に、全国統一行動に向けた「１単組・１企画」の議論を、以下を参考にして行います。

ａ．組合員啓発の教宣紙の発行

ｂ．教宣紙「自治労北海道」特集号などを活用した学習会の開催

ｃ．学習活動を通して身近な男女格差に関わる事例の掘り起こし（「男女平等産別統一闘争のてびき」、「レッツ・チャレンジ（改訂版）」などを活用）

ｄ．自治体職場における、均等法および地公法13条（平等取扱の原則）違反事例のチェック

ｅ．「都道府県・市町村行動計画」・「特定（一般）事業主行動計画」の点検、またはその具体的な実施状況を検証（一般事業主については、2011年４月から101人以上の事業所にも「行動計画」策定が義務化されることから、策定状況の把握と、すでに策定されている場合は実施状況を把握します）

ｆ．地域街宣・ビラ配布など

③　全国統一行動日に合わせ、地方本部との連携も含めて「１単組・１企画」を実施し、推進をはかります。

	2013年度男女平等社会および

職場における男女平等の実現に関する統一要求書（案）
１．男女平等社会実現にむけて
（１）地域の状況を反映した男女平等基本条例または男女平等参画計画を制定すること。策定にあたっては、下記事項を盛り込むこと。
ア　自治体の男女平等行動計画の策定および北京宣言、男女共同参画2000年プラン、男女共同参画社会基本法を踏まえた行動計画の見直しを行うこと。

イ　自治体に設置する公的審議会、各種行政委員会等への女性の登用を進め、当面の最低目標値を40％とし、50％をめざすこと。また、登用段階で女性の少ない職名指定等、結果として女性を排除することのないよう公正な運用を行うこと。
（２）「公契約」に基づく民間委託労働者の賃金及び労働条件の確保と、環境・福祉・公正労働・男女平等参画等の社会的価値を実現するため、「社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例」を制定すること。
２．職場における男女平等の実現について
（１）『女性差別撤廃条約』の理念に基づき、地公法13条・改正均等法を遵守し、採用から退職に至るまでの実質的な男女平等の職場とすること。特に、婚姻、妊娠、出産を理由とした退職強要はなくすこと。

（２）「女性職員の採用・登用の拡大のための指針」を策定または拡充し、年次計画・数値目標を含む採用・登用等の改善に向けた計画の策定を行うこと。

（３）募集・採用の差別をせず、男女に平等・公正な就職機会を保障すること。

（４）教育訓練における差別をなくし、研修・教育プランに男女平等のテーマを盛り込むこと。

（５）福利厚生における男女差別をなくすこと。

（６）配偶者の昇進や昇格に伴う退職勧奨など、定年・退職・解雇における差別をなくすこと。

（７）実質的な間接差別につながる基準・慣行等を見直すこと。

（８）労働安全衛生委員会における男女平等参画をすすめ、女性や臨時・非常勤等職員の立場から安全で快適な職場づくりに取り組むこと。
３．格差是正について
（１）昇格、昇給、賃金制度の運用に関する格差をなくすこと。

（２）配置・昇進の男女異なる扱いを是正すること。

（３）扶養手当の被扶養者の認定および住居手当の支給にあたっては「世帯主」「主たる生計の維持者」を基準とせず申請した者に認めること。申請手続きについても男女同一の取り扱いとすること。
４．仕事と家庭責任の両立支援制度の充実、労働時間・休日・休暇等の処遇について

（１）仕事と家庭の両立支援策を進めること。

	（２）労働者の生涯設計に対応する休暇制度等の新設・充実をはかること。
①　介護休暇４原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保）で制度化、最低６ヵ月に拡大すること。

②　育児休業の５原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保・男女共対象は制度化）で制度化すること。最低、対象となる子の年齢を３歳未満に引き上げること。
（３）育児・介護休業法の一部改正を踏まえ、民間・国と同様の所要の措置を講ずること。
①　配偶者が育児休業をしている職員、あるいは配偶者が専業主婦（夫）の職員の場合にも育児休業を取得できるようにすること。

②　産後休暇の期間内に男性職員が最初の育児休業をした場合に、再度の育児休業を取得できるようにすること。

③　３歳未満の子がある職員が当該子を養育するために請求した場合、超過勤務をさせてはならないこととすること。

④　小学校就学前の子を看護する場合の休暇を新設すること。すでに制度化されている場合は期間を拡充し、最低限、当該子が１人の場合は年５日、２人以上の場合は年10日とすること。

⑤　家族を介護するための短期の休暇を新設し、当該家族が１人の場合は年５日、２人以上の場合は10日とすること。
（４）臨時・非常勤等職員についても、民間・国と同様に育児・介護休業の適用拡大を図ること。

（５）育児・介護を行う職員への早出・遅出勤務制度を整備すること。

（６）育児短時間勤務制度について、後補充の仕組みを明確にすること。

（７）介護など家族的責任を有する男女労働者の時間外労働の制限を徹底すること。

（８）介護を行う職員のための短時間勤務制度を導入するとともに、後補充の仕組みを明確にすること。

（９）男性の育児休業・介護休暇の取得を促進するための啓発活動を行うこと。男女ともに育児や介護に関する研修を受ける機会を保障すること。

（10）保育（育児）時間は最低120分と　するとともに、男女とも取得できる制度とし、拡充すること。

（11）男性職員の育児参加の促進と家庭責任を果すための支援策として、育児参加特別休暇・配偶者出産休暇制度の新設・拡充をすること。

（12）育児休業及び介護休暇に係わる期間の給与上の取り扱いは、全期間勤務したものとみなし昇給、一時金、退職手当に関する不利益を解消すること。最低限、期末手当については2011年11月の人事院規則の改正を踏まえ、早急に改善すること。
５．女性労働者が働きつづけるための条件確保について
（１）労働基準法、母子保健法等を積極的に活用し、諸権利の整備をはかること。とりわけ、下記事項の実現をはかること。
①　産前産後休暇を、産前８週間（多胎14週間）、産後13週間で制度化をはかること。また、代替職員を完全に配置すること。

②　母子保護法に基づく保健指導や健康診査を、回数ではなく１日単位の通院休暇として制度化すること。

③　妊娠障害休暇（つわり休暇）を最低14日とし制度化すること。また、運用の自由を認めること。

④　妊産婦の通勤緩和措置制度を拡充すること。

	⑤　妊産婦に対する軽易業務への転換制度を確実なものにすること。

⑥　労働基準法66条に基づく、妊産婦の請求による時間外労働時間・休日労働・深夜労働の禁止措置にともなって、代替要員の確保等の条件整備をはかること。
６．次世代育成支援対策推進法について

①　次世代育成支援対策推進法に基づき制定された「都道府県・市町村行動計画」および「特定事業主行動計画」の着実な実施をはかること。

②　「特定（一般）事業主行動計画」に含まれる賃金労働条件に関する事項についての労使協議を行い、改善を図ること。
７．セクシュアル・ハラスメント等の対策について

①　セクシュアル・ハラスメントを含むすべてのハラスメント防止について、労使一体となった取り組みを実施すること。

②　セクシュアル・ハラスメントをなくすための基本方針を明確にし、法律により義務付けられている、啓発活動や相談・苦情処理のための体制整備をはかること。

③　男女同数・労使同数で構成する苦情処理委員会を設置すること。


３．2013春闘期の組織強化･拡大、地域公共サービス産別建設の重点課題
	「組織強化・拡大、地域公共サービス産別建設」の取り組みを春闘期における様々な取り組みと結合させるとともに、統一重点課題を設定して道本部、地方本部、単組・総支部「総がかり」ですすめます。


１　組織強化・拡大の基本方針
　この間の正規職員の採用凍結や抑制によって臨時・非常勤等職員が増加し、指定管理制度の導入によって公共サービスを担う民間の労働者が増加し続けてきました。自治労の2012年調査では、臨時・非常勤等職員数は概算で約70万人と推計され、全自治体の職員に占める臨時・非常勤等職員の割合は33.1％で、自治体によっては全職員の５割を超えています。単組の交渉力や労使協定の効力を完全にしていくためにも全労働者の過半数組合としての要件を備えることは重要であり、職員に占める割合が増えてきている臨時・非常勤等職員の組織化は不可欠であるといえます。

　これらの組織拡大運動を飛躍的に発展させるには、自治体単組が組織拡大運動に積極的かつ主体的に取り組むことが何よりも重要です。単に「弱者に手を差し延べる」のではなく、労働者の連帯を拡大することを通して労働者全体の賃金・労働条件・雇用・生活を守っていくという意義を、単組・組合員全体に浸透させていくことが、組織拡大の成果を大きく左右するだけでなく、組織の強化にもつながっていきます。

　労働者の賃金・労働条件の改善はもとより、質の高い公共サービスを提供し、より良い地域づくりを進めること、そして、公正な労働基準の確立をはかることを獲得課題として、道本部・地方本部・単組総支部が一体となって組織強化・拡大の取り組みを進めていきます。

　春闘期における組織強化・拡大の基本的課題として、①自治体の臨時・非常勤等職員の組織化、②自治体立病院職員の組織化、③社会福祉協議会職員の組織化、④公社・事業団職員の組織化、⑤民間委託職場職員の組織化、⑥指定管理施設職員の組織化、⑦消防職員の組織化を重点課題に位置付け、2013年３月～５月を「自治労北海道組織強化拡大行動月間」に設定します。

　この行動月間にむけて、各地方本部は「組織強化・拡大行動委員会」を開催して、組織化目標と行動計画を春闘段階で具体的に策定し、「道本部統一重点課題」の徹底など道本部－地方本部－単組・総支部「総がかり」で取り組みをすすめます。
２　道本部統一重点課題
(1) 総学習・総対話運動の展開
(2) 自治体の臨時職員・非常勤等職員の組織化、自治労結集の推進
(3) 公社・事業団・委託先事業所など自治体関連労働者の組織化、自治労結集の推進
(4) 組合未加入者（職場）の解消、加入運動の徹底（４月新規採用者対策を含む）
(5) 消防職員の組織化の徹底
(6) 連合・地区連合を中心とする交流・連帯活動の強化
(7) じちろう労働相談ダイヤル(フリーダイヤル・0120-768-068)の活用
３　具体的な取り組み
　総学習・総対話運動の展開
「2013春闘方針」をテーマとした学習会・対話集会を全単組・総支部で実施します。
　自治体の臨時職員・非常勤等職員の組織化、自治労結集の推進
①　すべての単組に共通する課題を臨時・非常勤等職員の組織化とします。まず各単組・総支部段階で臨時・非常勤等職員のネットワークづくりに取り組み、組合加入を働きかけます。相談活動の実施や学習会への参加呼びかけなど、臨時・非常勤等職員連絡会議や職能三評議会と連携したオルグ活動を積極的に展開するとともに、重点単組を指定して臨時・非常勤等職員の組織化の取り組みをすすめます。

②　２月23日に東京都で開催される「第10回自治労臨時・非常勤等職員全国協議会総会・交流集会」には、臨時・非常勤等職員連絡会議役員はもとより、各単組・総支部からの未組織・未加盟の仲間への声掛けを通して多くの臨時・非常勤等職員に参加を求め、交流と議論を交わすことから、自治体職場を取り巻く状況認識をひとつにして組織拡大につなげます。

③　各臨時・非常勤等職員を既に組織化している単組においては、基本組織と連携して次の実践課題について取り組みます。
ア）別記４「臨時・非常勤等職員の要求モデル」に基づき、要求書を作成・提出し、具体的な当局の回答を引き出します。特に、処遇改善に向けた法整備の課題解決を前進させるために、地方三団体への上申要請を重点的に取り組むこととします。

イ）春闘期で引き出した回答をもとに、秋闘期に向けたたたかいを構築します。

ウ）この間、単組で取り組んできた運動やたたかいの到達点を総括し、春闘期の運動やたたかいに引継ぎます。

エ）近隣の臨時・非常勤等職員未組織単組の組織化に対する、支援要請の際には、積極的に対応することとします。
④　臨時・非常勤等職員の未組織単組では、基本組織において次の取り組みを行うこととします。
ア）未組織であっても非正規職員の賃金・労働条件向上に向けて精力的に取り組んでいる単組が多くありますが、臨時・非常勤等職員の組織化の取り組みがこの間の運動の到達点を否定するものではなく、むしろ発展的に受け止めて、全単組において組織化に向けた議論、取り組みをすすめるとともに、別記４「臨時・非常勤等職員の要求モデル」に基づき、要求書を作成・提出し、具体的な当局の回答を引き出します。特に、処遇改善に向けた法整備の課題解決を前進させるために、地方三団体への上申要請を重点的に取り組むこととします。

イ）具体的な組織化計画のある単組は、地方本部・道本部と連携し、情報の共有化を図り、積極的に組織化の取り組みをすすめます。
⑤　道本部の取り組み
ア）各単組における各種学習会等の講師派遣要請に積極的に対応します。

イ）道本部臨時・非常勤等職員連絡会議として、未組織単組への交流要請には積極的に対応します。

ウ）地方本部と連携して、組織化へ向けたオルグ活動を強化します。
　公社・事業団・委託先事業所など自治体関連労働者の組織化、自治労結集の推進
①　指定管理者に選定された既存の公社・事業団をはじめ外郭団体に対しては、今後も賃金・労働条件の大幅な切り下げや、公社・事業団の統廃合が発生することが予想されます。地域で提供されている公共サービスについて行政としての責任を果たすためにも、これらの業務を現に担っている労働者の組織化に全力を挙げます。

　各単組・総支部は公共サービス関連職場の雇用不安や労働条件切り下げなどの状況を把握し、プロパー職員との連絡・連携関係づくりを「自治労北海道組織強化・拡大行動月間」で集中的に取り組みます。そのうえで、「北海道福祉ユニオン」と「北海道環境施設ユニオン」の職種別ユニオンを活用して自治労結集を進めるとともに、労使対等で交渉できる職場づくりをめざします。

②　１月25～26日に東京都で開催される公共民間労組評議会2013春闘討論集会への積極的な参加をすすめます。

③　公共サービスの質の確保と公共サービスを支えるすべての労働者の処遇確保、公正労働基準と労働関係法規の遵守をめざし、入札制度の改革と公契約条例制定に取り組みます。また、公契約条例制定を求める取り組みの一環として、各自治体に対し、入札制度における落札者決定ルールの改善を求めます。

④　改正労働契約法の「無期労働契約への転換」制度を活用し、非正規労働者の処遇改善・安定雇用を実現する取り組みをすすめます。また、指定管理者制度については、地方自治法244条の２の５の改正、総務省通知の項目変更･追加を実現するための取り組みをすすめます。
　組合未加入者（職場）の解消、加入運動の徹底（４月新規採用者対策を含む）
①　全単組で組合未加入者名簿を作成し、未加入理由を分析したうえで加入運動を推進します。

②　４月新規採用者についての「組合加入」運動の一環として、「新入組合員歓迎会」等を企画、開催します。なお、条件付採用期間の組合加入を取り組めない単組においては、自治労共済加入（自治体職員で、出資金100円と基本型の掛金を添えて申請することで共済組合員となれる）・自動車共済制度等の利用を先行して取り組み、条件付採用後にスムーズに組合加入できるよう取り組みます。

③　組織率の低い自治体単組における組織率向上と、未加盟12単組（幌延・利尻・礼文・幌加内・秩父別・浦臼・新十津川・長沼・豊浦・由仁・中富良野・湧別）・未組織２自治体（壮瞥・利尻富士）の自治労結集をすすめるためのオルグ活動や学習会に取り組みます。
　消防職員の組織化の徹底
　消防職員委員会が民主的に運営されるためには、職員側の委員の選出、意見の提出、決定事項が実効あるものにしなければならないことから、消防職場における自主組織づくりは何よりも大切です。各地方本部・単組は、消防職員組織拡大対策委員会を設置し、自主組織未結成の消防職場を中心に組織化に向けたオルグを実施する中で組織強化・拡大に取り組みます。
　連合・地区連合を中心とする、交流・連帯活動の強化
　地域春闘への積極的参加、特に地場中小組合の闘争支援体制を確立することと併せて、連合地協規模での各種春闘の取り組みに積極的に参加し、官民一体感のある運動の強化に努めます。
　じちろう労働相談ダイヤル（フリーダイヤル・0120-768-068）の活用
　道本部は「じちろう労働相談ダイヤル（フリーダイヤル・0120-768-068）」を組織化活動のアンテナとして、その対象を公共サービス分野全般に展開して労働相談活動を実施します。各地方本部・単組・総支部は宣伝資材を活用し、「フリーダイヤル・0120-768-068」を使った労働相談の周知に努めます。
４　道本部－地方本部の取り組み
　道本部は、これらの取り組みを支援するための各種資料を提供するほか、公共サービス民間労組協議会主催による「交渉力アップセミナー」を２月17日に札幌市で開催し、春闘期における取り組みを支援します。また、社会福祉関係労働者の組織化では、社会福祉協議会を重点対象として組織化をすすめるとともに、２月17日に札幌市で社協ネット北海道結成総会を開催するほか、必要に応じて地方本部・単組・総支部へ役員の派遣を行います。
　地方本部においては各単組の取り組み状況を把握し、組織強化・拡大の取り組みを具体的に推進するため下記の獲得目標実現に向けた行動を展開します。
＜単組の春闘目標課題＞

①　単組春闘方針の確立

②　執行委員会の定例化と週１回開催

③　春闘方針の組合学習会の実践

④　執行部全員による春闘要求の提出と団体交渉の確立

⑤　各種闘争戦術と批准投票の完全実施

⑥　組合機関紙発行の定期化(目標週１回発行)

⑦　地域春闘の各種支援行動及び集会への積極的参加

⑧　未加入者及び臨時・非常勤職員の組織化

⑨　消防協・退職者会の組織化

⑩　社会福祉協議会、公杜・事業団・一部事務組合及び業務委託や指定管理などで自治体業務を請け負っている自治体関連民間労働者の組織化
４．2013年度現業公企部門に関わる制度政策要求取り組みについて
１．現業公企職場に関わる制度政策要求に向けて
　国や自治体の財政難を理由とした、人員削減や職場の民間委託はとどまることを知らず、合理化の流れに歯止めがかかっていません。公共サービスの崩壊につながる効率と競争最優先から、公正と連帯を重んじる社会の実現へ向け、働きがいある人間的な労働を中心とする「ともに生きる社会」を職場・地域からつくりあげなければなりません。

　このような中、道本部現業公企評議会は「職の確立と市民との連携による自治体責任に基づいた質の高い公共サービスの確立」を運動の柱とし、直営職場の維持・確保と臨時非常勤等職員、委託先労働者の賃金・労働条件の底上げを図りながら、地域のなかで住民に接する機会の多い現業・公企職場の特性を活用し、各職種間の連携強化と市民との協力関係を構築し公共サービスの維持・向上をめざしてきました。

　自治体の政策は、住民生活、地域社会、地域経済などに大きな影響を与えており、質の高い公共サービスを住民に提供するためには、自治体の政策とそのサービスについて検証を行うことが重要であり、日常業務で得た経験や情報をもとにそれぞれの職種の専門性を生かした政策提言の取り組みを行います。
２．具体的な取り組みについて
(1) 制度政策要求項目について
要求項目は重点項目として別記のとおり、学校給食、学校用務員、清掃、上・下水道職場を中心に提出することとしますが、各単組の職場実態に応じて要求項目を選択・付加し、当局へ提出することとします。
(2) 要求書提出と交渉の推進について
①　要求書の提出は、春闘の対自治体闘争の提出日と同一日とします。

②　取り組み期間は、臨時大会終了後、直ちに取り組みを開始します。春闘の対自治体要求と結合をはかり、文書回答を基本に何らかの形で「回答」を引き出すことをめざします。
【春闘の闘争日程】

２月18日（月）～２月25日（月）　　要求書提出

２月18日（月）～３月未日　　　　　組合旗掲揚

３月６日（水）　　　　　　　　　　回答指定日

３月７日（木）～３月14日（木）　　重点交渉期間

３月12日（火）～３月15日（金）　　腕章着用

３月15日（金）　　　　　　　　　　29分時間内くい込み集会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　超勤拒否、出張拒否
３．取り組みの結果報告について

各単組は、要求書の提出・交渉状況・回答内容について、各地方本部に集約し、各地方本部・現業公企評議会と連携し、道本部に結果を報告することとします。
	学校給食に関わる制度政策要求について
【要求の趣旨】

　学校給食における食中毒の事故が全国的に発生しているなか、2011年3月から7月にかけて北海道が実施した道内の学校給食施設の立入調査(道内552施設を対象)では、およそ97%の535施設において「施設設備や安全管理体制について改善すべき状態」と指摘を受けています。しかも指摘内容について調理従事職員に周知されていないなど、旧態依然とした危険な状態で学校給食が作られている実態が明らかとなっており、施設整備の改善や衛生管理体制の整備、徹底が早急に求められています。

　一方、偏った食事の摂取が生活習慣病等を増加させるとして2005年に食育基本法が制定、2011年には「第２次食育推進基本計画」が策定され、専門調理師等についても重要な担い手として有効活用をしていくことが盛り込まれていますが、各自治体の取り組みは停滞しており、地域の子どもや住民の食と健康は放置されている状況にあります。

　食育基本法の制定を受け内閣府が策定した食育推進基本計画では、全ての自治体で食育推進計画を作成することとされておりますが、2012年3月現在の調査では道内179自治体のうち34自治体、全体の19％の作成にとどまっています。また、作成をしている自治体の多くも実効性に乏しく、本来の目的である住民の「食」の改善や「食」を通じた「文化」「暮らし」といったものへの理解が進んだとは到底いえる状況にはありません。

　地域の次代を担う子どもにとって欠かすことのできない安全な学校給食の確保と、地域住民の健康の改善にむけた自治体の重要な役割について、下記の項目に対する回答を求めます。
【要求項目】

１．文部科学省の衛生管理基準に沿った食中毒予防対策研修会が全道の学校給食関係者を対象として開催されていることから、調理業務に係わる全ての職員等（委託先労働者含む）を対象とした研修を行こと。また、立入調査で指摘された改善事項については改善状況を確認するとともに、未実施事項についてはすみやかに改善をはかること
２．食育推進計画の進捗状況を明らかにすること。また、国の「第２次食育推進基本計画」に基づき、栄養職員とともに専門調理師や調理師等を食育関係事業の重要な担い手として位置づけ、専門調理師資格などを有する給食調理員や自治体職員を活用した食育推進を具体的に進めること

３．学校休業期間中の施設の有効活用についてはメンテナンス業務に限らず、食育の推進とあわせて、休業中の施設を活用した講習会の開催など調理従事職員や調理施設の有効活用を進めること



	学校用務員に関わる制度政策要求について
【要求の趣旨】

　学校はいじめや不登校などの教育的関わりをはじめ、不審者侵入対策、通学路の安全確保、シ

	ックスクール症対策など、学校運営上の安全管理、更には、災害時などの緊急時における基幹避難所としての役割など、児童生徒だけでなく地域とも密接な関わりを持っています。

　学校用務員の職務内容の根拠は学校教育法施行規則第49条「学校用務員は学校の環境整備その他用務に従事する」とあり、「環境整備」と「管理運営」を柱に職務を遂行することを共通認識として確認してきました。今では学校は児童生徒にとって、安全で安心して生活（教育）できる場であるための学校環境の整備はもちろんのこと、「地域に開かれた学校」づくりを促進するなど、多様化する社会変化に応じた業務が必要とされており、学校現場を熟知している学校用務員の有効活用が求められています。また、学校が地域の避難所としての役割を担う以上、防犯・防災の観点から、地域にとっても安全で安心できる学校環境の整備が必要とされています。子供たちのための教育環境づくりと地域に結びついた学校の役割を形成するため、下記事項への積極的な対応がされるよう要求します。
【要求項目】

１．学校設備の老朽化により危険箇所における事故が起きていることから早急に調査の上、必要な予算措置を講じ、施設設備の改善をはかること

２．学校における防犯対策を強化するため、玄関のオートロック化など、施設設備改善を進めるとともに学校用務員について危機管理体制の一員としての役割分担や連絡体制を確立すること

３．環境教育の一環として、児童・生徒が直接関わることができる学校内での、ゴミの減量、資源循環を積極的に進めるとともに、実施にあたっては学校用務員を有効に活用すること

４．災害時の避難所として機能が求められる校舎に防災備蓄などの施設設備を充実させるとともに、現場を熟知する学校用務員の防災体制の位置づけの確立と避難所運営に必要な実務研修制度を充実させること



	環境保全・資源循環型廃棄物行政に関わる制度政策要求について
【要求の趣旨】

　近年、天然資源の枯渇や地球温暖化等の環境問題への社会的要請が高まる中、各自治体では、2013年に改正予定の容器包装リサイクル法や家電リサイクル法をはじめとした各種リサイクル法への対応、廃棄物処理施設の整備並びに最終処分場の確保など解決すべき課題が山積しています。さらに、３Ｒ（リユース・リデュース・リサイクル）の一層の推進に向けて分別収集区分の見直しなどの様々な施策展開を求められていますが、依然として厳しい自治体の財政状況の中ではその対応に苦慮しているところです。

　住民が安全に生活できる環境の保全や資源循環型の社会形成を行っていくために、廃棄物行政は自治体固有の責務であるという位置付けを踏まえた公共サービスの質的充実をはからなければなりません。また、東日本大震災を教訓として、災害時における廃棄物処理の対応や対策等を具体化していく必要があります。

　つきましては、資源循環・環境保全の社会形成と災害時における廃棄物処理のあり方について、下記事項への積極的な対応がなされますよう要求します。

	【要求項目】

１．自治体財政に影響を与える廃棄物処理施設の延命化事業や交付対象とならない廃棄物施設関連の事業、廃止した焼却炉の解体費などに対する財政措置の拡充を国や道に対して強く要望すること

２．リサイクル関連法の円滑な運用による資源循環型社会の実現に向け、国や道にさらなる財政措置を求めること

３．アスベストや産業廃棄物、家電などの一般家庭廃棄物の不法投棄対策として独自の監視機関を設置するなどの対策を強化することともにすでに投棄されたものに関しては適正な公的関与を行うこと

４．直営、委託を問わず、作業者には作業マニュアルの徹底による安全管理やダイオキシンのばく露対策を徹底するなどの健康管理に努めること

５．廃棄物行政の質的向上をはかるために職員の研修を拡充するとともに、循環型社会形成に向けて児童などに対しての環境教育を推進すること

６．各法改正に伴う分別収集区分の見直しに対し、行政責任による住民への指導・啓発を強化するとともに、その体制を確立すること

７．環境維持事業の早急な復旧・復興の観点から災害廃棄物の処理について、広域的な連携を構築するために関係団体などとの調整をはかること



	水道・下水道に関する制度政策要求書
【要求の趣旨】

　東日本大震災の経験から、災害対策への取り組みが重要度を増し、さらには今後の施設の更新や維持管理に莫大な費用がかかる中で耐震化対策が喫緊の課題になっています。また40年ぶりに行われている公営企業会計制度の見直しは、平成26年度の予算決算からの実施が示されており、各自治体での作業がピークを迎えます。この制度変更により今まで以上に議会や住民に対する財政状況の説明責任が重要になってきています。

　安心・安全・安定の地方公営事業を構築していくためにも、必要な予算を確保し、ライフラインを守る公営企業労働者の生活と権利を守る必要があります。

　公務公共サービス内容の質的充実をはかるべく、下記事項への積極的な対応がされるよう要請いたします。
【要求項目】

１．人員削減を目的とした安易な委託拡大は行わず、直営を堅持すること。また、現状の委託について検証を行い、必要な改善と委託範囲や内容についての見直しを行うこと。

２．災害に対応しうる組織体制を構築し、被害を想定した訓練を実施すること。さらに他自治体からの応援・支援体制についても、組織形態や指揮命令機能系統などを確立すること。

３．技術系職員の採用を行い、技術の継承のための水道・下水道職員の人材確保と人材育成を行うこと。

４．総務省が進める「公営企業会計制度の見直し」に関して、制度変更の進捗状況と今後の課題について明らかにすること。

５．公共水域の水質保全を図るため、廃棄物等不法投棄を防止する環境監視パトロールを創設すること

６．近年頻発するゲリラ豪雨や風水害に対応できる雨水対策の強化を行うこと。



５．労働者自主福祉活動の推進について
組合員の賃金労働条件は、独自削減、退職手当の見直し、現給保障措置の廃止の動きなど厳しさを増しており、年収・可処分所得（自由に使えるお金）の減少が続いています。

そうした状況の中で、家計における可処分所得の増に向けた生活改善の取り組み・保障の見直しなどの自主福祉活動の果たす役割は、今まで以上に高まってきています。

また、 退職者の不補充などで組合員が大幅減少していることから、加入推進計画に基づく具体的な取組を進め、組織強化と組合員の結集につなげていくこととします。

さらに、産別共済である自治労共済を中心とした、北海道労福協・労働金庫・全労済・住宅生協・医療生協との一層の連携を図ります。
１．自治労共済の取り組み

(1) 団体生命共済については、昨年に引き続き、２月～３月に全地本で重点単組を設定し全道40単組以上の学習会を開催します。

　加入目標については、団体生命共済については、道本部組合員の50％加入を当面の目標に、「対組合員加入率30％未満の単組については最低１名」「対組合員加入率30％～50％未満の単組では加入率５％アップ」を目標に取り組みます。団体生命共済50％以上の単組では、団体生命加入者の長期共済付帯率50％を目標に取り組みます。

(2) 若年層対策として、青年部・女性部と連携し地本単位で学習会を設置し、各種共済種目の加入拡大を積極的に進めます。

(3) 退職者対策として、退職後の自動車共済、火災・自然災害共済の継続加入に向けた取り組みを強化します。
２．全労済との連携

(1) こくみん共済は、自治労団体生命共済の子ども年齢満了者及び生計関係により解約する者の加入を進めます。

(2) 自賠責共済は、自治労共済加入自動車の車検満了者に対して新規加入を推進するとともに、自賠責満了者の100％継続加入を進めます。

(3) 火災・自然災害共済は、住宅災害の総合的な保障の確保をめざした自然災害共済付帯とあわせた加入推進を進めます。
３．ろうきんとの連携

(1) 他行ATM利用手数料を全額還元する「フルキャッシュバックサービス」の周知徹底により｢労金メイン化｣の取り組みを進めます。

(2) 2013年３月の退職者を対象に、「退職金を労金へ」とする取り組みを進めます。
職場の要求を集める


（職場集会・オルグ・アンケート調査など）





要求書の原案作成と職場討議


（職場集会やアンケート結果のまとめ）





要求書・闘争体制・戦術の決定


（機関会議で決定）





要求書提出と団体交渉の申し入れ





回答書を受け取る








団体交渉の設定








団体交渉に向けた準備








団体交渉の進め方








妥結・書面協定
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